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序     文 
 

シャーガス病は吸血性カメムシ（サシガメ）という昆虫が媒介する中南米特有の寄生虫症で、

中南米での感染者数は推定750万人以上にのぼると算出されています。中米7カ国（グアテマラ、

ホンジュラス、ベリーズ、エルサルバドル、ニカラグア、コスタリカ、パナマ）及び米州保健機

関（PAHO）は、「2010年までに中米におけるシャーガス病の感染を中断する」という目標の下、

中米シャーガス病対策イニシアティブ（IPCA）を1997年に開始しました。 

JICAは、同イニシアティブ推進のための各国による取り組みを支援すべく、1991年のグアテマ

ラにおける「研究協力」を始まりに、グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラスにおいて技術

協力プロジェクトのほか、ベリーズやコスタリカも加えた中米地域において協力隊員を派遣して

おり、今日に至るまでシャーガス病対策協力を推進して参りました。 

ニカラグアでは上記のPAHOのイニシアティブ開始後、保健省の主導により、いち早く、全国レ

ベルでの媒介虫生息調査が行われましたが、調査結果に基づく体系的なシャーガス病対策活動は

進められていない状況でした。 

このような状況の下、ニカラグア政府から、中米他国での経験・実績をもつわが国に対し技術

協力の要請がなされ、サシガメによる感染を持続的に制御することを目標として、殺虫剤散布、

住民参加型の監視体制の構築等の活動を含む技術協力プロジェクトが2009年9月から5年間実施さ

れることになりました。 

今般、プロジェクト開始から約2年が経過し、これまでの成果及び問題点を確認したうえで、評

価5項目の観点からプロジェクトを評価するとともに、今後のプロジェクトの方向性について、ニ

カラグア側と協議・合意することを目的とした中間レビュー調査団が派遣されました。本報告書

は、同調査結果を取りまとめたものです。 

ここに本調査にご協力を賜りました内外関係者の方々に深い感謝を申し上げます。 

 

平成25年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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サシガメが生息しやすい土壁の家屋 

（マタガルパ県） 

市保健局に届けられたサシガメ 

（マタガルパ県） 

  

県保健局で管理されている殺虫剤散布機器 

（マタガルパ県） 

県保健局で制作中のサシガメ回収箱 

（マタガルパ県） 

  

日本・ニカラグア合同評価による 

中間レビュー結果の最終報告会① 

（保健省シャーガス病対策担当官Lenin氏） 

日本・ニカラグア合同評価による 

中間レビュー結果の最終報告会② 

（活発な意見交換の様子）  
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ニカラグア共和国 案件名：シャーガス病対策プロジェクト 

分野：感染症（シャーガス病対策） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第四課 協力金額（2012年6月末時点）：2.62億円 

協力期間 （R/D）：2009年9月～2014年8月 先方関係機関：ニカラグア共和国保健省 

日本側協力機関：－ 

他の関連協力：－ 

１－１ 協力の背景と概要 

シャーガス病はサシガメという昆虫を媒介とする感染症で中南米に広く分布しており、中南

米地域において750万人以上の感染者が存在すると推定され、米州保健機関（Organización 

Panamericana de la Salud：PAHO）はマラリアに次いで深刻な熱帯病であると位置づけている。

このような状況のなか、中米7カ国（グアテマラ、ホンジュラス、ベリーズ、エルサルバドル、

ニカラグア、コスタリカ、パナマ）及びPAHOは、「2010年までに中米におけるシャーガス病の

感染を中断する」という目標を掲げた中米シャーガス病対策イニシアティブ（Iniciativa de los 

Países de Centroamérica para la Interrupción de la Transmisión Vectorial, Transfusional y Atención 

Médica de la Enfermedad de Chagas：IPCA）を1997年に開始し、一方でJICAは、1991年よりグア

テマラで熱帯病研究対策プロジェクトによるシャーガス病研究に着手して以来、グアテマラ、

ホンジュラス、エルサルバドル、パナマで広域的に技術協力を展開している。 

ニカラグアでは総人口約514万人のうち、少なくとも5万人の感染者が存在すると推定されて

いる。媒介虫のサシガメは土壁や藁葺きでできた家屋を好んで生息するため、リスク人口の多

くがそのような家屋に居住する貧困層となっており、特に北部地域に集中している。 

ニカラグアにおいて、これまで保健省を中心に殺虫剤散布等の対応がなされてきたが限定的

なものであったため、的確なハイリスク地域への殺虫剤散布やその後の監視システムの構築等

の対応が急務の課題となっていた。 

このような状況において、JICAはニカラグア政府の要請を受け、これまで他国で培ってきた

知見・経験を活用し、北部5県（ヌエバ・セゴビア県、マドリス県、マタガルパ県、ヒノテガ県、

エステリ県）において、サシガメによる感染を持続的に制御することを目標として、保健省を

カウンターパート機関として2009年9月より2014年8月までの5年間の予定で、「シャーガス病対

策プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）を実施している。本プロジェクトでは①

調査能力の強化（血清検査・昆虫学的調査）、②殺虫剤散布の運営管理能力の強化（アタック

フェーズ）、③監視システムの運営管理能力の強化（サーベイランスフェーズ）、④住民のシャ

ーガス病予防能力の強化（サーベイランスフェーズ）、の4つの能力強化を主眼としている1。ま

た現在、3名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整/研修計画、参加型シャーガス病対

                                                        
1 ニカラグアではこれまで主に外来種のRhodnius prolixus（以下R. prolixus）と在来種のTrriatoma dimidiata（以下T. dimidiata）の

2種類の媒介虫の生息が確認されていたが、2009年12月以降、R. prolixusは発見されておらず、2011年8月に同種による感染中

断の認定をIPCAより受けている。 
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策）を派遣中である。 

今回の中間レビュー調査は、本プロジェクト協力期間の中間地点にあたり、これまでの活動

のレビューを行い、課題を整理するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、持続性）の視点から評価を行い、これらを踏まえて後半のプロジェクトの方向性及び活動

計画を検討・確認することを目的として実施された。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

対象県においてシャーガス病の媒介虫による感染が中断する 

 

 （2）プロジェクト目標 

対象県においてシャーガス病の媒介虫感染が持続的にコントロールされる 

 

 （3）成果 

① 保健省における昆虫学・疫学の両分野で統合/調整された調査を実施する能力が強化さ

れる 

② 保健省における殺虫剤散布の運営管理能力が強化される 

③ 保健省における監視システムの運営管理能力が強化される 

④ 住民のシャーガス病予防能力が強化される 

 

 （4）投入（評価時点） 

＜日本側＞総投入額  2.62 億円 

長期専門家派遣：3名（延べ4名）   短期専門家派遣：延べ11名 

プログラムオフィサー：2名 

研修員受入れ：3名（プロジェクト経費）、4名（プロジェクト経費外） 

機材供与：76,184,593円 

その他：63,145,984円 

＜相手国側＞ 

カウンターパート配置：保健省中央 7名（その他、5県に配置） 

土地・施設提供：保健省敷地内のプロジェクト事務所及び駐車スペース 

その他：殺虫剤、血清検査用キット等の資機材、施設維持費、人件費、カウンターパー

トの出張旅費、車両・バイクの維持管理費・保険料・燃料代、インターネット

接続費、通信費等 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

総括/団長 花田 恭 JICA人間開発部 国際協力専門員 

協力企画 山田 朋未 JICA人間開発部 保健第四課 職員 
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評価分析 小泉 香織 株式会社ティーエーネットワーキング コンサルタント

通訳・西語 菊池 エリカ  

調査期間 2012年7月22日～2012年8月12日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）プロジェクト目標の達成度 

各活動はおおむね順調に進んでいるが、以下の状況から「プロジェクト目標：対象県に

おいてシャーガス病の媒介虫感染が持続的にコントロールされる」の達成見込みをPDM

（Ver.2）の6つの指標から判断するのは困難である。 

「指標1：対象県の全県保健局が保健省にすべてのシャーガス病症例数を報告し、保健省

の疫学月報に記載される」、「指標5：調査対象市におけるT. dimidiataの家屋内生息率（＜

5％）」、「指標6：調査対象市におけるR. prolixusの生息村落数（＝0）」はおおよそ達成ある

いは達成する見込みである。 

一方で、その他の指標「指標2：対象市の全保健センター/ポストがXXカ月間継続して捕

獲ベクター数を報告する」、「指標3：監視システムにおいて、レスポンスが必要と判断され

るベクター捕獲件数のうち、実際にレスポンスを行った件数の割合（XX％）」、「指標4：調

査対象市における4歳未満児の血清陽性率が0％に近い水準で維持される」は、ベースライ

ン調査を踏まえ、適切な活動対象地域の整理等を慎重に行ったことにより、本調査時点で

は目標値が未確定であったこと、及び目標値として測定するデータ量が不足していたこと

等により、現段階で達成見込みを判断するのは時期尚早で困難である（データ量の不足を

補完する調査を実施中）。 

なお、各指標についてはPDM Ver.3の改訂にあわせて設定した。 

 

 （2）上位目標の達成度 

以下の状況により「上位目標：対象県においてシャーガス病の媒介虫による感染が中断

する」の達成見込みの判断はプロジェクト目標の達成によるため時期尚早である。 

なおR. prolixusによる感染の中断は既に2011年に中米シャーガス対策イニシアティブ

（IPCA）2年次会合により国際認定を得ている。 

 

 （3）成果ごとの達成度 

1）成果1：保健省における昆虫学・疫学の両分野で統合/調整された調査を実施する能力

が強化される 

昆虫学的調査では調査実施能力は強化されてきている。日常業務においても県保健局

が独自に調査を実施するなど、調査に係る基本知識の習得が確認されている。血清検

査では国立診断検査センター（Centro Nacional de Diagnóstico y Referencia：CNDR）に

よって県検査技師の能力が強化された。さらに、本邦研修帰国研修員へのフォロー

                                                        
2 1998年にPAHO/WHOが中米7カ国（エルサルバドル、グアテマラ、コスタリカ、ニカラグア、パナマ、ベリーズ、ホンジュラ

ス）を対象として2010年までにシャーガス病の伝播中断を目標とするイニシアティブ。 
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アップ協力による資金で検査技師への研修が2012年末頃に計画されており、県レベル

及び市レベルでの検査能力の向上が見込まれている。 

 

2）成果2：保健省における殺虫剤散布の運営管理能力が強化される 

殺虫剤散布を実施した市においては、実施経験を通じて運営管理能力が向上している。

アタックフェーズの実施が遅れているが、殺虫剤散布の予算が外部資金により確保で

きたことから2012年9月よりアタックフェーズを大規模に再開し、プロジェクト期間中

には予定しているアタックフェーズを完了し、成果を達成できる見込みである。 

 

3）成果3：保健省における監視システムの運営管理能力が強化される 

パイロット市においては、監視システムの運営管理能力強化を達成できる見込みであ

る。その他の市については監視システムの拡大時期に依存する。 

 

4）成果4：住民のシャーガス病予防能力が強化される 

保健センター/ポストの保健省職員から保健ボランティアへの指導・サポート、また保

健ボランティアから住民へのシャーガス病に関する啓発活動は実施されてきている。

 

 （4）実施プロセス 

本プロジェクトには、保健省中央、県保健局、市保健課、地域保健セクター、その他に

PAHO、青年海外協力隊（JOCV）、NGOなどが関与している。特に、県レベル、市レベル、

地域保健セクターレベルにカウンターパートが確実に配置されていることは本プロジェク

トの強みとなっている。集落レベルではコミュニティ保健ネットワークの保健ボランティ

アが参画し、士気も高く活動を進める要因となっている。一方で、効率的な事業の実施の

ため先行して中米地域で実施された技術協力プロジェクトの関係者や第三国の大学研修者

等の外部リソースの更なる活用に関しては改善の余地がある。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：おおむね高い 

・ニカラグア政府はIPCA/PAHOのメンバー国としてシャーガス病対策の取り組みを進めて

おり、国際政策及び国家政策との整合性が認められる。 

・日本の国際協力重点方針・地域別重点課題（2007年）において、対中南米外交政策目標

の1つに、「シャーガス病の早期根絶への支援」が明記されており、日本の政策との整合

性も認められる。 

・シャーガス病対策優先地域を含む適切な対象地及びターゲットグループを選定のうえ、

保健省が2007年に導入した家庭・コミュニティ保健モデル（Modelo de Salud Familiar y 

Comunitario：MOSAFC）に沿い、包括的な予防対策活動のコンポーネントの1つとして

監視システムの構築を進めている。 
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 （2）有効性：おおむね高い 

・プロジェクト目標の達成見込み 

活動はおおむね順調に進んでいることが確認された。中間レビュー調査時までに、主

に調査能力強化、アタックフェーズと、監視システムのパイロット地域保健セクターへ

の導入に注力してきたことから、調査能力に加え、殺虫剤散布の運営管理能力及び監視

システムの運営管理能力が強化されつつある。ただし、アタックフェーズに係る資金確

保に時間を要したことが、プロジェクトの活動実施の速度に影響を与えているため、2012

年9月頃より予定されている大規模な殺虫剤散布を皮切りに、迅速にかつ質を確保しなが

ら散布活動を進めることが課題となる。また、現在5県50市のうちパイロット7市で機能

している監視システムをパイロット市外の43市でも定着・機能させていくことがプロ

ジェクト目標達成の要となる。 

住民の予防能力強化に関しては、活動は順調に実施してるが、集落レベルにおけるシャ

ーガス病に関するヘルスプロモーション活動、住居改善活動が保健省職員及びコミュニテ

ィ保健ネットワークのメンバーによって確実に実施されていくよう、市及び地域保健セ

クターレベルの保健省職員の能力強化が必要である。 

現段階の進捗状況に応じ、政策への協力等現行PDM Ver.2に明記されていない活動の追

記、及び評価指標の再設定を主たる内容とするPDMの改訂が必要である（2012年8月29

日にPDM Ver.3は合意済み）。 

・プロジェクト目標と期待される成果の因果関係 

成果の達成からプロジェクト目標の達成に至る外部条件「シャーガス病の診断・治療

の質が保健省により確保される」のうち、急性患者の発見については、当初の計画を超

えてプロジェクトとして取り組んでいる。よって外部条件の検討の必要が認められる。

・成果達成に向けた因果関係 

活動の達成から成果の達成に至る外部条件「深刻な災害及び他の感染症の大流行がプ

ロジェクトに大きな影響を与えない」について、2010年に局所的にレプトスピラ症のア

ウトブレークがあり、活動の変更を余儀なくされたことがあった。また、例年、デング

熱の流行時期には媒介虫対策（Enfermedades Transmitidas por Vectores：ETV）技官をはじ

めとする保健省職員が多忙を極め、本プロジェクトの活動が二の次になることがある。

・プロジェクト目標の達成に向けた阻害要因 

予算及び人材の不足は、対象5県で監視システムの導入を拡大し、そのなかでサシガメ

届出へのレスポンスを強化していくにあたり阻害要因となることが懸念される。 

 

 （3）効率性：おおむね高い 

・プロジェクトの前半では、まずベースライン調査に時間を要した。その後、アタック

フェーズの殺虫剤散布の計画作成と、殺虫剤散布に係る予算確保のために時間を要した

ことから、殺虫剤散布、散布後の効力評価の実施がPOと比べて遅れている。アタック

フェーズの活動と同時並行で、2012年1月に監視システムをパイロット7地域保健セクタ

ーに導入した後の活動は順調に進んでおり、成果は適切に産出されている。 

・投入のタイミングに関しては計画どおりではない点もあったが、質・量ともにおおむね
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適切であり、成果達成のために有効活用された。ニカラグア側の人材の投入に関して、

地域保健セクターレベルの保健省職員は社会奉仕として配属され、短期に交替すること

が多いため、研修や業務を通じて得た知識・技術が定着しないという問題点が指摘され

ている。また、予算に関しては、当初ニカラグア政府が負担する予定であった殺虫剤散

布に係る費用が予定どおりに投入されず、結果としてPAHOの資金を活用し、また今後は

ノン・プロジェクト無償資金協力による見返り資金を利用することで予算を確保してい

る。 

 

 （4）インパクト：現時点では判断困難である 

以下のとおり上位目標の達成見込みは現時点では判断困難である。また、プロジェクト

の実施により正のインパクトが複数確認された。 

・ニカラグアは、プロジェクトによって実施された昆虫学的調査及び血清学的調査の結果

を活用し、R. prolixusによる感染中断はIPCAより国際認定を得ている。 

・本プロジェクト活動においてプロジェクトが直接対象としない機関や活動に対して以下

のような正のインパクトが確認された。負のインパクトは確認されなかった。 

① 対象県と接しておりT. dimidiataの生息が確認されているチナンデガ県をはじめ数県

でも対象県と同様の取り組みのニーズが認識されるインパクトがあった。 

② 「シャーガス病の日」キャンペーンを通じ、対象5県の各市において、市役所、小学

校等の巻き込みが活性化された。 

③ シャーガス病に係る現行の情報システムの改善を通じ、全国規模で患者データが整

備されつつある。 

④ シャーガス病が新聞等のメディアに取り上げられることが増えてきたことに伴い、

保健省内でのシャーガス病対策の優先度が高まりつつある。メディア露出はシャー

ガス病の予防啓発という観点においても有意義である。 

 

 （5）持続性：政策・制度面、組織面の持続性の見込みは高いが、財政面ではやや懸念があり、

技術面の持続性はまだ高いとはいえない 

・政策・制度面については、作成中の国家シャーガス病対策戦略計画及び国家シャーガス

病対策基準書が保健省によって策定されるとシャーガス病対策の長期的な方向性と具体

的活動が明確になり、持続性が担保される。 

・組織面については、既存のMOSAFCのなかで監視システムを確立していくことで高い持

続性を見込める。人材面については、市・地域保健セクターレベルにおいてシャーガス

病対策に従事する 低限の人数の保健省職員を確保している。加えて、経験年数の長い

保健ボランティアが多く存在し、保健省職員の業務を補完しているため、高い持続性を

見込める。オーナーシップに関しては、保健省の各レベルにおいてシャーガス病対策へ

の高い意識はみられるものの、ビジョンの共有が必要である。 

・財政面については、保健省中央及び県保健局が年間の活動計画に即して通常の活動経費

を予算配賦するものと考えられる。監視システムを拡大するなかで地域性に応じたパ

ターン別の必要経費の試算を行えば、保健省として確保すべき予算をプロジェクト終了
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時までに把握できる。 

・技術面での持続性のためには、次の取り組みから持続性が見込める。現在作成中の国家

シャーガス病対策基準書を簡素化・実務で使える形にしたマニュアルの作成を通じて、

アタックフェーズ及びサーベイランスフェーズの活動の標準化を図る。併せて、シャー

ガス病対策に係るデータ管理のための統一されたフォーマット、監視システムに関する

半期評価会のためのモニタリング・スーパービジョン（Monitoreo y Supervisión：M&S）

チェックリスト等のツールの整備を行う。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

・他国の先行経験を活用して殺虫剤散布の運営管理を実施し、また順調に監視システム構

築を進めている。IEC教材に関しても先行類似プロジェクトで作成されたものをニカラグ

アに見合う形で導入している。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

・JICAニカラグア事務所の担当者、専門家や中央のカウンターパート、県レベル及び市レ

ベルのアクター間のコミュニケーションが良好であり、活動実施上の促進要因となって

いる。 

・中央から地方までの各レベルでの疫学情報及び昆虫学情報のマネジメントの改善を通

じて業務上の管理能力の向上に貢献している。 

・JOCVが対象5県の県保健局に感染症対策隊員として配置されている。シャーガス病に

関する予防啓発活動やデータ整理・分析など、隊員のアイデア溢れる活動に対するカウ

ンターパートからの評価は高く、JOCVとの連携による相乗効果によりカウンターパート

の活動が順調に進んでいる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

・ベースライン調査は市レベルのT. dimidiataの生息家屋率の把握を目的とした。アタック

フェーズでは市レベルの生息家屋率に基づいて対象集落を選択したため、監視体制の導

入によって明らかになった高リスク集落が散布対象から漏れている可能性がある。 

・プロジェクト計画時にはベースライン調査とエンドライン調査のデータを比較するこ

とで介入のインパクトを統計学的に推定する予定であった。しかし、血清陽性率につ

いては、ベースライン調査で行った血清検査で陽性者が1名しか発見されず、ハイリス

ク地域での基準値が適切に測定できなかったため、本調査のデータを基準値として採

用するのが困難であり、生息家屋率についてはアタックフェーズの遅れによる時間的

制約によりエンドライン調査実施の可能性が低くなってきている。今後は、定点監視集

落において小学生の血清陽性率がごく小さいことを確認すること、及びT. dimidiataの生

息家屋率が5％未満であることを確認することにより、プロジェクトが介入した定点監視

集落においては、T. dimidiataからの新規感染中断をめざすというIPCAの目標が達成され
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たことを確認する。 

・サーベイランスフェーズの活動のうち、現行の情報システムの改善に関しては保健省

が有する既存の情報システムの実態を把握するための時間が必要であったが、当初計

画では活動が早くに予定されていた。 

・なお、これらの問題点及び問題を惹起した要因を踏まえ、活動の見直しを行い、PDM

の改訂を行う（PDM Ver.3は2012年8月29日に合意済み）。 

 

３－５ 結論 

・本プロジェクトでは、関係者の尽力の下、活動に取り組んできた結果として、各活動はおお

むね順調に進捗していることが確認された。 

・本プロジェクトは、国際政策、ニカラグア及び日本の政策と合致し、また対象地及びター

ゲットグループのニーズに合致することから妥当性はおおむね高いことが確認された。 

・有効性及び効率性については、各活動や成果の達成状況及び投入のタイミング、量、質から

おおむね高いことを示している。ただし、プロジェクト目標を確実に達成するには、パイ

ロット市以外への監視システムの導入の着手時期や県保健局及び市保健課による規模拡大の

ペースを促進させることが重要となる。 

・インパクトについては、プロジェクト目標の達成が前提となるため、現段階における判断は

時期尚早である。 

・持続性については、政策・制度面、組織面の持続性の見込みは高いが、財政面ではやや懸念

がある。また技術面の持続性については、監視システムが既存のMOSAFCの内部で機能して

おり、確保される見込みが高い。 

以上の状況から、プロジェクト目標の達成に向けてPDMを関係者間で再検討し、プロジェク

ト後半の活動を促進させることが必要である。 

 

３－６ 教訓 

 （1）既存の保健医療システムへの組み込みによる持続性の確保 

監視システムを定着させ、プロジェクト終了後にも機能を継続させるためには既存の保

健医療システムに組み込むことが重要であると考えられる。パイロット地域保健セクター

においては既存の家庭・コミュニティ保健モデル（MOSAFC）へ必要な機能を組み込み、

持続性が確保される体制となっている。 

 

 （2）集落レベルの保健ボランティアの活用 

保健ボランティアは保健省職員の活動を補完しており、啓発活動を実施し、地域のニー

ズを把握するうえで重要な位置を占めている。こうした保健ボランティア等の集落レベル

のリソースの活用は効果的であると考えられる。 

 

 （3）先行類似案件の知見の活用 

先行類似案件の関係者との日常的な意見・情報交換及び視察研修を通じて得た知見・経

験を取り入れることで活動の効率化が図られた。 
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３－７ 提言 

【プロジェクトに対する提言】 

 （1）PDMの改訂 

プロジェクト目標の達成のため、早期にPDMを見直し、JCCにおいて合意する。 

 

 （2）昆虫学監視システムの普及 

現在作成を進めている保健省の国家シャーガス病対策戦略計画に従い、昆虫学監視シス

テムをパイロット地域保健セクター以外へも拡大する。 

 

 （3）半期評価会の充実 

半期評価会の開催により、シャーガス病対策の進捗モニタリングを行い、知見・経験の

共有を通じた学びの場を提供する。 

 

 （4）他案件のアセットの活用及び連携の可能性に係る検討 

類似案件の活動や教訓を参考にしつつ、案件に協力した人材や研究機関等のアセットの

活用を検討する。 

 

【保健省に対する提言】 

 （1）戦略及び基準書の迅速な策定 

各県における活動を促進するためには、国家レベルでの戦略や業務基準の提示が不可欠

である。現在、プロジェクトにおいて国家シャーガス病対策戦略計画の作成を進めており、

早期に策定されることが望ましい。併せて、保健省中央、県保健局、市保健課、地域保健

セクター等の関係者の役割を見直し、国家シャーガス病対策基準書において明確化する。

 

 （2）保健省職員への継続教育 

国家シャーガス病対策基準書に基づき、シャーガス病対策に従事する保健省職員が専門

的な知識・技術を習得できるよう、継続教育を強化する。 

 

 （3）コミュニティ保健ネットワークへの活動支援 

集落レベルにおけるシャーガス病に関するヘルスプロモーション活動を促進するため、

家庭・コミュニティ保健チーム（Equipo de Salud Familiar y Comunitario：ESAFC）がコミュ

ニティ保健ネットワークを継続的に支援する。 

 

 （4）患者のフォロー及びマネジメントの強化 

シャーガス病に関して、保健医療サービスネットワークのあらゆるレベルにおける情報

フローと患者登録を改善する。また、治療及びリファラルシステムを強化する。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 中間レビュー調査団派遣の背景と目的 

シャーガス病はサシガメという昆虫を媒介とする感染症で中南米に広く分布しており、中南米

地域において 750万人以上の感染者が存在すると推定され、米州保健機関（Organización 

Panamericana de la Salud：PAHO）はマラリアに次いで深刻な熱帯病であると位置づけている。こ

のような状況のなか、中米7カ国（グアテマラ、ホンジュラス、ベリーズ、エルサルバドル、ニカ

ラグア、コスタリカ、パナマ）及びPAHOは、「2010年までに中米におけるシャーガス病の感染を

中断する」という目標を掲げた中米シャーガス病対策イニシアティブ（Iniciativa de los Países de 

Centroamérica para la Interrupción de la Transmisión Vectorial, Transfusional y Atención Médica de la 

Enfermedad de Chagas：IPCA）を1997年に開始し、一方でJICAは、1991年よりグアテマラで熱帯病

研究対策プロジェクトによるシャーガス病研究に着手して以来、グアテマラ、ホンジュラス、エ

ルサルバドル、パナマで広域的に技術協力を展開している。 

ニカラグアでは総人口約514万人のうち、少なくとも5万人の感染者が存在すると推定されてい

る。媒介虫のサシガメは土壁や藁葺きでできた家屋を好んで生息するため、リスク人口の多くが

そのような家屋に居住する貧困層となっており、特に北部地域に集中している。 

ニカラグアにおいて、これまで保健省を中心に殺虫剤散布等の対応がなされてきたが限定的な

ものであったため、的確なハイリスク地域への殺虫剤散布やその後の監視システムの構築等の対

応が急務の課題となっていた。 

このような状況において、JICAはニカラグア政府の要請を受け、これまで他国で培ってきた知

見・経験を活用し、北部5県（ヌエバ・セゴビア県、マドリス県、マタガルパ県、ヒノテガ県、エ

ステリ県）において、サシガメによる感染を持続的に制御することを目標として、保健省をカウ

ンターパート機関として2009年9月より2014年8月までの5年間の予定で、「シャーガス病対策プロ

ジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）を実施している。本プロジェクトでは①調査能力

の強化（血清検査・昆虫学的調査）、②殺虫剤散布の運営管理能力の強化（アタックフェーズ）、

③監視システムの運営管理能力の強化（サーベイランスフェーズ）、④住民のシャーガス病予防能

力の強化（サーベイランスフェーズ）、の4つの能力強化を主眼としている1。また現在、3名の長期

専門家（チーフアドバイザー、業務調整/研修計画、参加型シャーガス病対策）を派遣中である。 

今回の中間レビュー調査は、本プロジェクト協力期間の中間地点にあたり、これまでの活動の

レビューを行い、課題を整理するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の視点から評価を行い、これらを踏まえて後半のプロジェクトの方向性及び活動計画を

検討・確認することを目的として実施された。 

 

                                                        
1 ニカラグアではこれまで主に外来種のRhodnius prolixus（以下R. prolixus）と在来種のTrriatoma dimidiata（以下T. dimidiata）の

2種類の媒介虫の生息が確認されていたが、2009年12月以降、R. prolixusは発見されておらず、2011年8月に同種による感染中

断の認定をIPCAより受けている。 

 



 

－2－ 

１－２ 団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 花田 恭 JICA人間開発部 国際協力専門員 

協力企画 山田 朋未 JICA人間開発部 保健第四課 職員 

評価分析 小泉 香織 株式会社ティーエーネットワーキング コンサルタント 

通訳（西語） 菊池 エリカ － 

 

１－３ 調査期間 

現地調査は、2012年7月22日から8月12日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

日 程 総 括 協力企画 評価分析 通 訳 

  花田 恭 山田 朋未 小泉 香織 菊池 エリカ 

7月22日 日   15：55 成田→ヒュ

ーストン→ 

→21：10 マナグア

01：09 アスンシオン

→ パ ナ マ シ テ ィ →

12：40 マナグア 

7月23日 月   JICAニカラグア事務所（専門家打合せ） 

7月24日 火   保健省（中間レビューについての説明・確認）

7月25日 水   ヒノテガ県・県保健局、ラ・コンコルディア

市保健局、保健ボランティア宅（Casa Base）

7月26日 木   エステリ県・県保健局 

7月27日 金   マドリス県・県保健局、トトガルパ市保健所、

ヌエバ・セゴビア県・県保健局 

7月28日 土   資料作成等 

7月29日 日   資料作成等 

7月30日 月   マタガルパ県・県保健局 

7月31日 火   保健省、国立診断検査センター、PAHO 

8月1日 水 15：55 成田→ヒューストン→ 

→21：10 マナグア 

マナグア休日 

8月2日 木 JICAニカラグア事務所、保健省（専門家インタビュー、C/Pキックオフ協議、

団内協議） 

8月3日 金 マタガルパ県・県保健局（協力隊員活動）（ヒアリングは保健所にて） 

8月4日 土 資料作成等 

8月5日 日 資料作成等 

8月6日 月 C/P協議  

 8月7日 火 C/P協議 

8月8日 水 C/P協議  
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8月9日 木 保健省調査報告会（ミニッツは8月29日JCCにて署名）

JICAニカラグア事務所 

在ニカラグア日本大使館 

 

8月10日 金 12：09 マナグア→16：35 ヒューストン 14：20 マナグア→ 

パナマシティ→ 

23：00 アスンシオン

8月11日 土 10：50 ヒューストン→14：30 成田  

8月12日 日   

 

１－４ 報告書の範囲 

この報告書は、現地調査期間中に作成した日本語及びスペイン語の合同評価報告書「ニカラグ

ア国シャーガス病対策プロジェクト中間レビュー調査報告書」に帰国後、補足・追記したもので

ある。なお、当該合同評価報告書は、2012年8月29日にJCCで内容が承認され、ニカラグア保健大

臣及びJICAニカラグア事務所長の両名によって、署名が交わされた。 
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第２章 中間レビュー調査の方法 
 

２－１ 中間レビュー調査の方法 

本中間レビュー調査は、日本側、ニカラグア側双方による合同評価チームによって、「新JICA事

業評価ガイドライン 第1版」に沿い、以下の手順で行った。なお、各項目の分析は中間レビュー

調査時点にプロジェクトが利用しているプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）のバー

ジョン2（2012年2月作成）に基づき行われた。 
 

1）評価グリッドを作成し、評価のデザインに合意する。 

2）評価グリッドに基づいて文献調査、質問票、インタビュー調査により関係者から情報を収集

する。 

3）討議議事録（R/D）に記載された投入計画やPDMに記載された指標に基づき、達成状況や進

捗を確認する。 

4）プロジェクトの計画や実施プロセスにおける貢献要因や阻害要因を明らかにする。 

5）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づき、プロジェクト全体

の分析を行う。 

6）分析結果を基に提言や教訓を抽出する。 

7）評価結果案に基づき関係者で協議を行い、その結果を中間レビュー調査報告書に反映させる。 

8）ニカラグア・日本の双方で中間レビュー調査の結果に合意し、協議議事録（Minutes of 

Meeting：M/M）に取りまとめ、署名・交換する。 

 

２－２ 合同評価調査チーム 

 （1）日本側メンバー 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 花田 恭 JICA人間開発部 国際協力専門員 

協力企画 山田 朋未 JICA人間開発部 保健第四課 職員 

評価分析 小泉 香織 
株式会社ティーエーネットワーキング コンサル

タント 

 

 （2）ニカラグア側メンバー 

担当分野 氏 名 所 属 

評価者 Ariel Salinas 保健省対外協力局 

評価者 Marx Ilich Rivera 
保健省計画・開発総局 プロジェクト形成スペシャ

リスト 

 

 （3）ニカラグア側協力メンバー 

担当分野 氏 名 所 属 

ニカラグア側  

リーダー 
Carlos Sáenz 保健省公衆衛生監視総局 総局長 
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ニカラグア側  

副リーダー 
Edmundo Sánchez 保健省公衆衛生監視総局 疾病予防局 局長 

評価者 Octavio Lenin Pérez 
保健省公衆衛生監視総局 疾病予防局 

顧みられない熱帯病担当調整官 

協力者 Roberto Martinez 保健省サービス組織局長 

協力者 Alberto Montoya 保健省国立診断検査センター 寄生虫局長 

協力者 Emperatriz Lugo 保健省国立診断検査センター 医昆虫局長 

 

２－３ 評価5項目に基づく評価 

各項目の評価の視点は表－１に示すとおりである。 

 

表－１ 評価5項目による評価の視点 

評価5項目 評価の視点 

妥当性 
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針

との整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助

が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っている

ことを示す経済用語。最も効果的なプロセスが採用されたかを確認するため、

通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にも

たらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出所：「新JICA事業評価ガイドライン 第1版」（2010年6月） 

 

２－４ 情報収集の方法 

本中間レビュー調査では以下の方法で情報収集を行った。 

1）文献調査：プロジェクトの事前調査報告書、R/D、進捗報告書、その他の関連文書から必要

な情報を入手した。 

2）質問票：事前に専門家、カウンターパートに対する質問票を作成・配布し、情報の収集を行

った。 

3）聞き取り調査：専門家、カウンターパート、その他の関係者に対してインタビューを実施し、

必要な情報を入手した。 

4）現地調査：プロジェクトサイトを訪問し、活動の展開を確認した。 
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第３章 プロジェクトの実績・実施プロセス 
 

３－１ 投入実績 

中間レビュー調査時点（2012年6月）までの各投入の実績は以下のとおりである。 

 

３－１－１ 日本側の投入 

（1）人的投入 

長期専門家については、計画どおり、下記の3名（延べ4名）が投入された。 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 

菱田 裕子 業務調整/研修計画 2009年  9 月23日～2012年  9 月22日（予定） 

松木 敏彦 チーフアドバイザー 2009年12月15日～2012年  6 月10日 

吉岡 浩太 参加型シャーガス病対策 2010年  5 月  6 日～2013年  5 月  5 日（予定） 

中村 二朗 チーフアドバイザー 2012年  7 月17日～2014年 8 月31日（予定） 

 

短期専門家の投入実績は以下に示すとおり、昆虫学4回、疫学2回、地域保健1回、IEC3回、

監視システム1回であった。 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 

田原 雄一郎 昆虫学 2009年  9 月  1 日～2009年  9 月15日 

小林 正規 疫学（スクリーニング） 2009年10月21日～2009年11月10日 

相賀 裕嗣 疫学 2009年10月27日～2009年11月10日 

花田 恭 地域保健 2009年11月15日～2009年12月22日 

田原 雄一郎 昆虫学 2010年  1 月23日～2010年 2 月  5 日 

村上 友美子 IEC 2010年  2 月14日～2010年  3 月25日 

田原 雄一郎 昆虫学 2010年  8 月28日～2010年  9 月13日 

村上 友美子 IEC 2010年10月  3 日～2010年11月  1 日 

田原 雄一郎 昆虫学 2011年  5 月28日～2011年  6 月20日 

村上 友美子 IEC 2011年  6 月18日～2011年  7 月18日 

橋本 謙 監視システム 2012年  6 月13日～2012年  7 月  9 日 

 

プログラムオフィサーについては、計画どおり、下記の2名が投入された。 

プログラム 

オフィサー氏名 
指導科目 派遣期間 

Byron Pérez シャーガス病対策 2009年  9 月  1 日～現在 

Doribel Tercero シャーガス病対策 2009年10月  1 日～現在 
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（2）資機材供与 

プロジェクト開始から2012年6月末までに、当初から計画されていたプロジェクト車両、

バイク、血清検査試薬、パソコン、プロジェクター、デジタルカメラ、顕微鏡、殺虫剤、

殺虫剤噴霧器を含む合計US$885,585.72（76,184,593.43円）2の資機材が投入された。 

 

（3）プロジェクト経費 

プロジェクト開始から2012年6月末までに、プロジェクトの現地活動経費として、

C$12,432,635.21（現地通貨コルドバ。63,145,984.24円）3が投入され、執行済みである。 

 

（4）その他 

プロジェクト開始から現時点までに、JICAの研修事業として、本プロジェクトの経費内

では3名の保健省職員が、またプロジェクトの経費外では3名の保健省職員と1名の熱帯乾燥

農牧業カトリック大学（UCATSE）職員が本邦研修に参加した（付属資料2の添付資料4 日

本側の投入実績 参照）。 

 

３－１－２ ニカラグア側の投入 

（1）人的投入 

＜カウンターパート＞ 

プロジェクトディレィクターとして保健大臣が計画どおり配置されている。 

オペレーションのレベルでは、プロジェクトマネジャーとして保健省公衆衛生監視総局

長、副プロジェクトマネジャーとして公衆衛生監視総局疾病予防局長が計画どおり配置さ

れている。プロジェクト開始後、プロジェクトマネジャーと副プロジェクトマネジャーの

交替が一度あった。 

カウンターパートとして、保健省中央レベルにおいては、公衆衛生監視総局損害監視局

長、ケアの質・普及総局普及班局長、国立診断検査センター（Centro Nacional de Diagnóstico 

y Referencia：CNDR）寄生虫局長、CNDR昆虫局長がほぼ計画どおり配置されている。 

加えて、対象5県の県保健局の局長・疫学担当官・ETV技官・啓発担当官・検査技師、市

保健課4の課長・媒介虫対策（Enfermedades Transmitidas por Vectores：ETV）技官、家庭・コ

ミュニティ保健チーム（Equipo de Salud Familiar y Comunitario：ESAFC）、コミュニティ保

健ネットワークのメンバー（保健ボランティアはじめ、マラリア対策ボランティアなど）

もほぼ計画どおりに配置されている。 

 

（2）資機材 

各県での活動に、殺虫剤、血清検査用キット、殺虫剤散布機材の資機材が投入された。 

 

（3）施設 

保健省敷地内にプロジェクト事務所及び駐車スペースが確保されている。 

                                                        
2 各年度末のJICA統制レートに基づき換算。平成24年度分の円価については予定額13,000,000円を計上。 
3 各年度末のJICA統制レートに基づき換算。 
4 PDM Ver.2では「市保健局」としているが、本報告書においては現状に即して「市保健課」と表記する。 
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（4）必要経費 

保健省中央レベルでは、基本的な施設維持費（殺虫剤等も含む）、人件費の他に、カウン

ターパートの出張旅費、車両・バイクの維持管理費・保険料・燃料代、インターネット接

続費、通信費等を負担している。なお2011年には約C$4,063,684が支出されている。 

県保健局レベルでは、それぞれ人件費、殺虫剤、血清検査備品、出張旅費、施設・資材・

車両の維持管理費、燃料費などを負担している。 

ベースライン調査及び殺虫剤散布に係る日当・燃料代は、プロジェクト在外事業強化費

及びPAHOの資金を活用することとなった。 

 
３－２ 成果の達成状況 

３－２－１ 成果1：保健省における昆虫学・疫学の両分野で統合/調整された調査を実施する能

力が強化される 

昆虫学的調査では、調査実施能力は強化されている。日常業務においても県保健局が独自に

調査を実施するなど、調査に係る基本知識の習得が確認されている。 

血清検査では、CNDRによって県検査技師の能力が強化された。さらに、本邦研修帰国研修員

へのフォローアップ協力による資金で検査技師への研修が2012年末頃に計画されており、県レ

ベル及び市レベルでの検査能力の向上が見込まれている。 

各活動の進捗状況、及び指標に基づく達成状況は、表－２、表－３に示すとおりである。 

 

表－２ 成果1に係る活動の進捗状況 

活 動 進捗状況 

（調査能力） 

1-1 ベースライン調査

（血清検査・昆虫学

的調査）を設計・計

画する 

達成した。 

・ 2009年12月に開催したベースライン調査設計・計画会合において、

短期専門家の指導の下、エビデンスに基づき38市900集落11,580家屋

15歳未満23,539検体を対象として選択した。集落は人口に基づいた系

統サンプリングによって選択した。家屋は建築素材によるリスクを

考慮せずランダムに選択した。 

・ 昆虫学的調査ではMan-Hour法を採用し、補助的にFlush-out法を用い

ることとした。 

・ 血清検査では調査対象家屋に住む6カ月以上15歳未満児を対象とし

た。採血はランセット＋濾紙の簡便法で、第1回目検査の検査キット

はCNDR/保健省製ELISAを、その後の検査結果確定にはELISAr

（Winner ver.3.0）を使うこととした。1次検査を各県の県検査所で実

施した後、すべての検体をCNDRの2次検査に送った。 

・ ベースライン調査は市レベルのT. dimidiataの生息家屋率5の把握を目

的とした。調査対象の集落は人口に基づいた系統サンプリングによっ

て選択されたため、集落レベルの生息家屋率が得られなかった。ア

タックフェーズでは市レベルの生息家屋率に基づいて対象集落を選

択したため、高リスク集落が散布対象から漏れている可能性がある。

 

                                                        
5 PDM Ver.2では「家屋内生息率」としているが、本報告書では「生息家屋率」と表記する。 
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1-2 データ収集と検査の

保健スタッフに対し

て研修を行う 

達成した。 
・ 2010年1月から2月にかけて、3日間（5県合同）及び各県1日の計8日

間、計58名（5県の県保健局疫学担当官及び調査対象市担当ETV技官、

CNDR担当官）を対象に、講義・現場研修より成るベースライン調査

研修会を実施した。予定対象者は全員参加した。 

1-3 ベースラインデータ

を収集・分析する 
達成した。 
・ フィールド調査は2010年7月末に終了した。38市910集落11,769家屋

21,778検体を収集し、下表のとおり、全38市においてT. dimidiataの生

息を確認した。 
 

表－I T. dimidiataの生息家屋率（％）（2010年7月） 

県 生息家屋率（％） 

ヒノテガ 13.1 

エステリ 11.5 

マタガルパ  8.5 

ヌエバ・セゴビア  5.1 

マドリス  3.4 

出所：プロジェクト所有情報に基づいて作成 

 

・ CNDRにおける血清確定検査は2011年6月に終了し、1名の陽性者（ヒ

ノテガ県7歳女児）を確認した。 
・ 現在、ベースライン調査 終報告書を作成中である。報告書作成の

遅れは、①診断確定、②データ再確認に時間を要したことによる。

1-4 1-3に基づき、アタッ

クフェーズ対象市と

メンテナンスフェー

ズ対象市選定のため

の指標とその基準値

を決定する 

達成した。 
・ ベースライン調査結果より、アタックフェーズ対象市は市レベルの

生息家屋率が5％以上の市とすることとし、24市が選定された。 
・ サーベイランスフェーズ対象市はプロジェクト対象県内50市（当時）

を対象とし、以下の基準により7市（エステリ県プエブロ・ヌエボ市、

マドリス県トトガルパ市、マタガルパ県ラ・ダリア市及びテラボナ

市、ヌエバ・セゴビア県シウダ・アンティグア市、ヒノテガ県コン

コルディア市及びパンタスマ市）をパイロット市とした。 
R. prolixus生息確認のあった市 
T. dimidiata生息リスクの高い市 
これまでにシャーガス病対策経験がほとんどない市（ベースライン

調査対象外） 

1-5 1-4に基づきアタッ

クフェーズ対象市と

メンテナンスフェー

ズ対象市を選定する 

達成した。 
・ 活動1-4の対象市選定基準に基づき、2010年12月、アタックフェーズ

対象24市が決定した。 
・ 2011年9月、50市のうち7市をパイロット市とすることが決定した。

1-6 エンドライン調査

（血清検査・昆虫学

的調査）を設計・計

画する 

活動変更を検討中。 
・ 指標1-2の達成状況を参照。 

1-7 エンドラインデータ

を収集・分析する 
活動変更を検討中。 
・ 活動1-6に同じ。 

1-8 1-7を1-3と比較する

ことで介入のインパ

クトを推定する 

活動変更を検討中。 
・ 活動1-6に同じ。 
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表－３ 成果1に係る指標の達成状況 

指 標 達成状況 

1-1 プロジェクト対象市

のうちエビデンスに

基づいて対象市に選

定された市の割合

（>90％） 

達成した。 

・ ベースライン調査計画時、5県保健局に属する51市（当時）より過去

のサシガメ生息記録、アクセス、標高に基づいて38市を選定した。

よって、38全市が100％エビデンスに基づいて選定された。 

1-2 血清陽性率と家屋内

生息率における介入

のインパクトが推定

される 

昆虫学的なインパクト推定のみ達成する見込み。 

・ プロジェクト計画時には、ベースライン調査とエンドライン調査の

データを比較することで介入のインパクトを統計学的に推定する予

定であった。しかし、プロジェクトの対象地域5県のうちローリスク

地域も含めた全地域を対象に行ったベースライン調査では、血清検

査では陽性者が1名しか発見されず、血清陽性率については、ハイリ

スク地域での基準値が適切に測定できなかったため、本調査のデー

タを基準値として採用するのが困難であり、生息家屋率については

アタックフェーズの遅れによる時間的制約によりエンドライン調査

実施の可能性が低くなってきている。なお、血清陽性率については、

その後、ベースライン調査を補完すべく追加調査を行い、算出した

参考値で現状を確認した。また今後は、定点監視集落において小学

生の血清陽性率がごく小さいことを確認すること、及びT. dimidiata

の生息家屋率が5％未満であることを確認することにより、プロジェ

クトが介入した定点監視集落においては、T. dimidiataからの新規感

染中断をめざすというIPCAの目標が達成されたことを確認する。 

・ アタックフェーズの昆虫学的な介入インパクトについては、殺虫剤

散布の3～6カ月後に行う散布後の効力評価にて推定するのが通常で

あり、これを採用することを検討している。 
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３－２－２ 成果2：保健省における殺虫剤散布の運営管理能力が強化される 

殺虫剤散布を実施した市においては、実施経験を通じて運営管理能力が向上している。 

本来、保健省が投入することになっていた殺虫剤散布に係る資金が予定どおりに投入されず、

アタックフェーズの実施が遅れている。しかしながら、唯一の懸念であった予算が外部資金に

より確保できたことから2012年9月よりアタックフェーズを大規模に再開し、プロジェクト期間

中には予定しているアタックフェーズを完了し、成果を達成できる見込みである。 

各活動の進捗状況、及び指標に基づく達成状況は、表－４、表－５に示すとおりである（付

属資料2の添付資料6 ワークショップ・研修実績 参照）。 

 

表－４ 成果2に係る活動の進捗状況 

活 動 進捗状況 

（殺虫剤散布の運営管理能力［アタックフェーズ］） 

2-1 殺虫剤散布の暫定指

針を作成する 
達成した。 
・ 2010年10月に指針案を策定し、同年12月に保健省と合意した。「殺虫

剤散布の戦略指針（Pauta Estratégica）」及び「散布手順プロトコル

（Protocolo de Rociamiento）」の運用ガイドを作成した。 
・上記の戦略指針及びプロトコルは草案策定中の国家シャーガス病対

策基準書に含まれる予定である。 

2-2 ベクターコントロー

ルの研修を行う 
達成した。 
・ 2009年9月に、各県1日（ただし、ヌエバ・セゴビア県、マドリス県

は合同）で計4日間、計276名（5県内のETV技官）を対象とし、昆虫

学研修会を実施した。サシガメの生態・防圧に関する基礎知識の習

得を目的とし、ほぼすべての対象者が参加した。 

2-3 1-3に基づき、殺虫剤

散布を計画する 
達成した。 
・ 2010年8月に、2日間、計13名〔保健省疾病予防局長及び本プロジェ

クトコーディネーターである同局顧みられない熱帯病（Enfermedades 
Infecciosas Desatendidas：EIDs）担当調整官、シャーガス病対策の

経験の豊富なマタガルパ県保健局の疫学担当官及びETV技官、県内

サン・ラモン市保健課の課長及びETV技官〕の参加の下、殺虫剤散

布計画ワークショップを実施した。散布計画にあたり、集落内散布

範囲をどのように決めるかといった基本的な考え方を整理すること

を目的とし、散布経験のある市をモデルに実際のデータを用いてシ

ミュレーションを行った。 
・ 第1回殺虫剤散布の対象市は、活動1-3に基づき、24市712集落47,152

家屋を選定した。第1回散布の結果、第2回散布は集落レベルの生息

家屋率が5％以上の集落で実施することが決定した。 

2-4 2-3に基づき、殺虫剤

散布を行う 
実施中。 
・ 殺虫剤散布に先立ち、以下の研修を実施した。 
2010年8月及び9月に、5県を2グループに分けて（各1日ずつ）計2日間、

計61名（5県の県保健局の疫学担当官及びETV技官、散布対象市ETV
技官）を対象とした講義・実習より成る殺虫剤散布研修 
2010年9月に計5日間、計59名（5県の県保健局のETV技官）を対象と

した現場実習による殺虫剤散布研修会 
2011年1月から2月にかけて、約50名（ヌエバ・セゴビア県を除く4県
の臨時雇用散布員）6を対象とした殺虫剤散布研修会 

                                                        
6 ヌエバ・セゴビア県のみ散布員を活用せず、ETV技官のみで散布を実施する計画であったため、研修の必要がなかった。 
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活 動 進捗状況 

  
 

・ 殺虫剤散布にあたっては、対象県・市において、散布計画策定、散

布員訓練、現地でのスーパーバイズなどの技術支援を提供している。

・ 中間レビュー調査時点で、5県7市にて延べ239集落15,051家屋を対象

に殺虫剤散布を実施済みである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
緑の領域がアタックフェーズの対象市。各点は殺虫剤散布を実施した集落を指す。殺虫

剤散布直後に収集されたサシガメを集計し、集落ごとのサシガメ（T. dimidiata）生息家

屋率を示したもの7。 

出所：各県保健局ETVデータベース（2011年） 

図－I 殺虫剤散布状況（2011年12月末日） 

2-5 2-3に基づき、散布後

の効力評価を行う 

実施中。 

・ 殺虫剤散布後の効力評価実施に先立ち、2011年5月から6月にかけて、

各2日間（3県）及び各3日間（2県、昆虫学的調査含む）、計79名（5

県内のETV技官）を対象に、講義・現場実習から成る殺虫剤効力評

価研修会を実施した。 

・ 効力評価の調査対象家屋は、ベースライン調査及びアタックフェー

ズ（殺虫剤散布）の実施対象家屋のみとしている。第1回殺虫剤散布

の効力評価では、5県24市で計4,276家屋が対象となった。中間レビュ

ー調査時点で、1,338家屋において調査を実施済みである。 

                                                        
7 ベースライン調査では、集落ごとのT. dimidiata生息家屋率のデータを収集していないため、散布直後の数値を散布前の集落の

データとして活用するために調査を実施した。 
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活 動 進捗状況 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ベースライン調査時と第1回殺虫剤散布後のサシガメ（T. dimidiata）生息家屋率を比

較したもの。 

出所：①Propuesta Evaluación de Rociamiento（発表資料）（2011年2月）、②Resumen del 

primer ciclo de rociamiento en 6 municipios（発表資料）（2012年2月） 

図－Ⅱ 第1回殺虫剤散布後に効力評価を実施した6市における 

サシガメ（T. dimidiata）生息家屋率の変化（2011年） 

 

表－５ 成果2に係る指標の達成状況 

指 標 達成状況 

2-1 対象市において、殺

虫剤散布の暫定ガイ

ドラインに基づき、

全R. prolixus生息村

落に殺虫剤散布が行

われる 

達成する見込み。 

・ 2009年12月にR. prolixusが発見され、村落に殺虫剤散布を行った。 

2-2 アタックフェーズ対

象市において、殺虫

剤散布の暫定ガイド

ラインに基づき、全

T. dimidiata生息高リ

スク村落に殺虫剤散

布が行われる 

達成する見込み。 

・ 2011年1月から2012年6月末までに、5県7市において延べ239集落

15,051家屋を対象に殺虫剤散布を実施済みである。第1回散布は24市

中7市、第2回散布は24市中1市のみで実施した。 

・ 殺虫剤購入のためのノン・プロジェクト無償資金協力の見返り資金

により、2012年9月より殺虫剤散布を大規模に実施する予定である。

対象市は、第1回散布対象として残っている17市及び第2回散布が必

要となる市である。 

 



 

－14－ 

３－２－３ 成果3：保健省における監視システムの運営管理能力が強化される 

パイロット市においては達成できる見込みである。その他の市については監視システムの拡

大時期に依存する。 

中間レビュー調査時に用いているPDM Ver.2ではパイロット市への言及はないものの、活動3-6

から3-8及び活動3-10については主にパイロット市を対象とした活動の進捗を測るものとなって

いる。 

各活動の進捗状況、及び指標に基づく達成状況は、表－６、表－７に示すとおりである。 

 

表－６ 成果3に係る活動の進捗状況 

活 動 進捗状況 

（監視システムの運営管理能力［メンテナンスフェーズ］） 

3-1 現行のシャーガス

病患者及びベクタ

ーの情報システム

を調査する 

達成した。 

・ 患者データは、主にニカラグア国家疫学監視システム（Sistema 
Nicaragüense de Vigilancia Epidemiológica Nacional：SISNIVEN）を

管轄する疾病監視局と統計局の2系統で扱っているが、2011年の登録

率8はそれぞれ22.4％、9.1％であった9。情報システムが整備されてい

ないため、信頼できる数値とはいえない。 

・サシガメデータについては、報告システムが存在しなかった。 

3-2 3-1に基づき、現行

の情報システムを

改善する 

実施中。 

・ 患者データについては、2012年7月までの登録率がそれぞれ99％、

58％へと改善した。背景には、プロジェクトの介入により、①保健

省中央から地方への情報フローが修正されたこと、②県保健局にお

ける患者登録への関心が高まったことが挙げられる。また、プロジェ

クト月例会議においても疫学状況が共有されている。 

・ サシガメデータについては、プロジェクト月例会議で共有するほか、

保健省の日常業務の一環として報告が行われるよう、指標やフォー

マットの整備に取り組んでいる。 

3-3 監 視 シ ス テ ム の

M&Sチェックリス

トを作成する 

達成した。 

・ 2012年1月にモニタリング・スーパービジョン（Monitoreo y Supervisión：

M&S）チェックリストを作成した。同チェックリストは、6カ月ごと

に保健省側関係者とプロジェクト専門家が相互に確認をしながら監

視システムの運用度を測定するツールである。 

3-4 3-2、3-3を含めた監

視システムの暫定

指針を作成する 

達成した。 

・ パイロット地区用の監視システム運用指針（初版）を2011年12月に

刊行した10。修正を重ね、保健省承認後、全国展開に使用できるもの

にする予定である。 

・ 現在保健省で準備している国家シャーガス病対策基準書において、

運用指針の内容が採用される見込みである。 

 

 

 

                                                        
8 CNDRで陽性が確定した患者数のうち、保健情報システムに登録された患者数の割合。 
9 参考資料：Informe Técnico - Subregistro de casos de la enfermedad de Chagas en el año 2011（2012年2月） 
10 参考資料：Guia operativa del sistema de vigilancia contra la enfermedad de Chagas（2011年） 
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活 動 進捗状況 

3-5 1-3に基づき、対象市

の中からアタック

フェーズ対象市と

メンテナンスフェ

ーズ対象市を選定

する 

達成した。 

・ 活動1-5と重複。 

3-6 県保健局担当者に

監視システムの運

営管理及びTOTの

研修を行う 

達成した。 

・ 2011年11月、県別に各1日（同日開催含む）で計3日間、約25名（5県の

県保健局の疫学担当官、ETV技官、監視担当官、啓発担当官、検査技師）

の参加の下、県レベル監視システム導入研修に係る会合を開催した。 

3-7 県保健局担当者が

保健センター/ポス

トのスタッフ及び

コミュニティ保健

ネットワークのメ

ンバーに対し、監視

システム運営に関

する研修を行う 

達成した。 

・ 2011年11月、県別に各1日で計5日間、5県の県保健局の疫学担当官、

ETV技官、監視担当官、啓発担当官、検査技師がパイロット7市の保

健課課長、ETV技官、保健ポスト医師及び看護師を対象とし、パイ

ロット市・地域保健セクターレベル監視システム導入研修会を実施

した。対象者はほぼ全員参加した。 

・ 2011年12月から2012年2月にかけて、各パイロット市内の重点セクタ

ーにおいて、保健ポスト関係者（医師、看護師）がコミュニティ保

健ネットワークのメンバーに対して研修会・説明会を実施した。対

象者はほぼ全員参加した。 

3-8 3-4に基づき、保健セ

ンター/ポストのス

タッフ及びコミュ

ニティ保健ネットワ

ークのメンバーが監

視システムを運営す

る（［1］ベクター届出

と対応、［2］疑い症例

のリファー・カウン

ターリファーなど） 

実施中。 

・ 活動3-7により研修を受けたパイロット7地域保健セクターのコミュ

ニティ保健ネットワークのメンバーが家屋訪問をしたり、集落内の

会合を利用したりしながら、住民に対してサシガメ及び疑い症例の

監視を呼びかけた。その結果、サシガメの届出や疑い症例の報告が

行われるようになった（下図参照）。パイロット市内の他地域保健セ

クターに監視システムを拡大していくにつれ、報告数が増える見込み。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：監視システム半期評価会発表資料（2012年7月） 

図－Ⅲ 各パイロット市におけるサシガメ（T. dimidiata）の届出家屋数

（2012年） 
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活 動 進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：監視システム半期評価会発表資料（2012年7月） 

図－Ⅳ 各パイロット市におけるシャーガス病疑い患者採血数（2012年）

 

・ サシガメ届出へのレスポンス方針については、2012年7月、月例会議

での討議内容を踏まえて保健省中央と協議した。保健省がレスポン

ス方針を各県に通知するのと同時に活動を開始する予定である。現

在のレスポンス方針案は以下のとおりである。 

 

Aグループ（届出家屋割合5％以上）の集落：サシガメを届け出た家

屋にて殺虫剤散布を実施 

Bグループ（届出家屋割合0より大きく5％未満）：サシガメを届け出

た家屋を訪問 

Cグループ（届出なし）：コミュニティ保健ネットワークのメンバー

への再研修を実施 

・ 2012年7月に、14名（ヒノテガ県を除く4県の県保健局ETV技官、パ

イロット5市のETV技官、疫学担当官、看護師）を対象とし、サシガ

メ届出データの分析と集落のリスク分けについて研修を実施した。

2012年1月からの半年間で蓄積したサシガメ届出データを用い、デー

タ分析の実習を行った（表－Ⅱ参照）。ヒノテガ県からの参加が得ら

れなかったため、後日フォローをする予定である。 

 

表－Ⅱ パイロット市におけるサシガメ（T. dimidiata）届出データに

よる集落のグループ分け（2012年7月） 

 

グループ分け（2012年7月） 

 

 

 
 
 
出所：Informe–Capacitación en el manejo de datos entomológicos y plan de intervención 

semestral contra T. dimidiata（2012年7月） 

 

・ レスポンス方針案の実現可能性・持続性については、2012年7月から

12月までの実績にかんがみ、再検討する予定である。 
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活 動 進捗状況 

3-9 改善された情報シ

ステムを通して県

保健局が保健省に

監視システムに関

するデータを報告

する 

実施予定。 

・ 情報システムを改善中である。 

3-10 M&Sチェックリス

トを用いて監視シ

ステムのM&Sを行

う 

実施中。 

・ 2012年7月に第1回M&Sを実施した。業績評価調査の結果、7 パイロッ

ト地区の平均値は、県保健局が74.9％、市保健課が77.0％、地域保健

セクターが72.4％、集落が75.0％であった。改善に必要な項目は以下

のとおりである11。 

県保健局：陰性検査結果を市レベルに通知する、県検査所で試薬を確

保し技術的にも原虫検査を可能とする、2系統（疫学監視局と統計局）

の情報システムで患者数の照合・修正をする、市のIEC活動計画をモ

ニタリングする 

市保健課：陰性検査結果を地域保健セクターレベルに通知する、昆虫

学状況をグラフや地図で表示する、技術研修を受講した市検査技師が

原虫検査を実施する、患者データを正しく記録し本人に通知する、投

薬治療の開始前にベクターコントロールを実施する 

地域保健セクター：陰性検査結果を集落に通知する、疑い症例の採血

をする、市と連携してIEC活動を実施する 

集落レベル：保健ボランティアや住民が疑い症例を探す 

3-11 県保健局間でM&S

の結果を共有する

ための定期会合を

行う 

実施中。 

・ 6カ月ごとに監視システムの半期評価会を開催し、監視システムの運

営状況、カバー率、昆虫学的状況、疫学的状況などを共有していく

ことになっている。第1回会合は2012年7月に実施した。 

3-12 メンテナンスフェ

ーズ対象市に監視

システムを導入す

る 

実施予定。 

・ 2012年8月より、パイロット市内での対象地域拡大に着手した。 

・ パイロット市外については、策定中の国家シャーガス病対策活動計

画に基づき、監視システムを順次導入する。 

3-13 境界諸市における

シャーガス病の

新状況を交換する

ために、ホンジュラ

スの国家シャーガ

ス病プログラムと

技術会合を行う 

活動の見直しを検討する予定。 

・ 現時点において、ニカラグア北部でR. prolixusが確認されていないた

め、国境地域での情報交換の必要性は高くない。 

・ 監視システムの運営に関する知見交換を促進する目的においては、

JICAシャーガス病対策アドバイザーと連携しつつ、グアテマラ、ホ

ンジュラス、エルサルバドルで開催される監視システム半期評価会

への参加を検討している。 

 

                                                        
11 参考資料：橋本謙短期専門家業務完了報告書「ニカラグア共和国 シャーガス病対策プロジェクト」（2012年7月） 
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表－７ 成果3に係る指標の達成状況 

指 標 達成状況 

3-1 メンテナンスフェー

ズ対象市がモニタリ

ング・スーパービジョ

ン（M&S）チェック

リストの基準値を満

たす 

達成見込みの判断が困難。 

・ M&Sチェックリストに基準値は設けていないが、パイロット市にお

ける監視システムの運営状況はおおむね良好であり、達成が見込ま

れる（活動3-10参照）。 

・パイロット市以外においては監視システムの導入時期と拡大のペー

スによる。 

3-2 メンテナンスフェー

ズ対象市における監

視システムのカバー

率（XX％） 

達成見込みの判断が困難。 

・ 中間レビュー調査時点で、5県50市中、パイロット7市にて監視シス

テムを導入しており、市レベルのカバー率は14％（7/50市）である。

・ 中間レビュー調査時点で、パイロット市内における集落レベルのカ

バー率は下表に示すとおりである12。 

 

表－Ⅲ パイロット7市における集落レベルの監視システムの 

カバー率（2012年7月） 

パイロット市 母数 集落数監視下 ％ 

Pueblo Nuevo  49  7 14.3 

La Concordia  36  6 16.7 

Pantasma  72  6  8.3 

Totogalpa  38 16 42.1 

Terrabona  45  6 13.3 

La Dalia 186 22 11.8 

Ciudad Antigua  14  5 35.7 

Total 440 68 15.5 
出所：監視システム半期評価会発表資料（2012年7月） 

3-3 保健省による県保健

局への技術的巡回指

導が四半期ごとに実

施される 

達成見込みの判断が困難。 

保健省中央の担当官はシャーガス病を含む顧みられない熱帯病（NTDs）

担当であり、県及び市への巡回指導を実施する一方で、実際には車両

及び燃料費の確保が困難な状況にある。 

・ 2012年5月に第1回目の監視システムの技術的巡回指導を実施した。

保健省中央の担当官がプロジェクト専門家及びプログラムオフィサ

ーとともに5県中3県（ヌエバ・セゴビア県、マドリス県、エステリ

県）の県保健局を訪問指導した。 

・ その他、プロジェクト専門家及びプログラムオフィサーが県保健局、

パイロット市の市保健センター/ポストを巡回指導し、保健省中央と

結果を共有している13。 

 

                                                        
12 パイロット市においては、パイロット地域保健セクター以外にも監視システムを導入しているセクターが存在する。 
13 参考資料：①Informe de la visita a los sitios pilotos del sistema de vigilancia para la enfermedad de Chagas（2012年3月）、②Informe 

de visitas, sistema de vigilancia para la enfermedad de Chagas en los 5 SILAIS del Norte（2012年5月） 
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３－２－４ 成果4：住民のシャーガス病予防能力が強化される 

市保健センター/ポストの保健省職員から保健ボランティアへの指導・サポート、また保健ボ

ランティアから住民へのシャーガス病に関する啓発活動は実施されてきている。 

各活動の進捗状況、及び指標に基づく達成状況は、表－８、表－９に示すとおりである。 

 

表－８ 成果4に係る活動の進捗状況 

活 動 進捗状況 

4-1 対象市においてコミュニ

ティの社会関係資本（コ

ミュニティ保健ネットワ

ーク、学校、市役所、住民

組織、NGO、農協等のステ

ークホルダー）を調査する 

実施中。 
・ 現地コンサルタント会社に委託し、監視システムのパイロット市

において重点を置いている地域保健セクター内の35集落を対象と

し、2012年2月から3月にかけて調査用プロトコルを作成、5月から

9月にかけて調査を実施している。調査内容は、コミュニティに存

在する質的・量的な社会関係資本の現況調査である。 

4-2 4-1に基づき、対象市に

おけるステークホルダ

ーの中から潜在的協力

者を特定する 

実施中。 
・ 活動4-1の調査は、協力者特定には直接貢献しなかった。 
・ ステークホルダーの特定は、対象市への訪問調査により実施して

いる。 

4-3 協力者とともに対象市

において、ヘルスプロモ

ーション活動（ベクター

捕獲、生活改善、住居改

善など）を計画する 

実施予定。 
・ 生活改善アプローチを活用した生活環境改善活動を試行的に実施

している（活動4-7参照）。活動開始前に対象集落で活動するNGO
と情報共有を図っていたが、進捗に伴い市役所、教育省、複数の

NGO、他地域のグループなどが興味を示しつつあるため、連携に

関して調整中である。現在集約中の各アクターの活動に関する情

報を基に、協力者とともに共同計画を策定する予定である。 
・ 住居改善については、2013年に、グアテマラのサン・カルロス大

学が開発した手法をニカラグアに導入すべく、関係者（保健省、

市役所、NGO、大学など）への技術研修を予定している。 

4-4 ヘルスプロモーション

の教材を作成する 
実施中。 
・ 2010年10月、短期専門家の指導の下、県別に各2日間で計8日間、計65

名〔マタガルパ県を除く4県の県保健局及び33市保健課の啓発（教育・

衛生）担当官、ETV技官〕を対象とし、教材作成ワークショップを実

施した14。ワークショップを通じた成果品は下表に示すとおりである。

表－Ⅳ ワークショップにおける成果品 

教材名 内容 対象 作成時期

フリップチャート シャーガス病・予防 啓発・教育担当者 2011年3月

健康カルタ* 
健康・衛生・ 
予防教育一般 

児童 2011年3月

*カルタは、日本で一般的な教育用のカード遊び。 

出所：プロジェクト所有情報に基づいて作成 

・ JOCVがサシガメのキーホルダー、音楽、壁紙新聞等の啓発教材の

作成を支援している。 
・ 今後もニーズに応じて継続を予定している。 
・ その他に作成したヘルスプロモーション教材については、付属資

料2の添付資料7 成果品リストを参照。 

                                                        
14 ワークショップ実施中にレプトスピラ症のアウトブレークがあり、他のすべての活動が中止となったため、マタガルパ県（当

時県内管轄17市）のみ実施できなかった。 
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活 動 進捗状況 

4-5 県保健局及び保健セン

ター/ポストのスタッフ

にシャーガス病予防の

ためのヘルスプロモー

ション活動のTOTを行

う 

実施済み。 

・ 2010年3月、各1日（2県合同で2回、1県対象に1回）で計3日間、計

50名〔5県の県保健局及び31市保健課の啓発担当官（教育・衛生）、

ETV技官〕を対象に、また7月に計20名〔マタガルパ県保健局及び

15市保健課の啓発担当官（教育・衛生）、ETV技官〕を対象とし、

IEC研修会を実施した。同研修会では、コミュニケーションの特

徴及び阻害要因、教材の特徴と効果的な使用法などを扱った。 

・ 2011年6月から7月にかけて、県別に各1日で計5日間、計94名〔5

県の県保健局及び31市保健課の啓発担当官（教育・衛生）、ETV

技官〕を対象に、教材活用研修会を実施した。同研修会では、フ

リップチャートや健康カルタの効果的な使用法などを扱った。 

・ 2011年7月に、26名（5県の県保健局及び12市保健課の啓発担当官、

ETV技官）を対象にIEC活動モニタリング研修会を実施した。同研

修会では、計画・モニタリング・評価に関する知識強化、モニタ

リングツール案の検討などを行った。主要対象者はすべて出席した。

・ 今後もニーズに応じて継続を予定している。 

4-6 4-4を用いて協力者に対

してヘルスプロモーシ

ョン活動の研修を行う 

実施中。 

・ 小学校教諭、NGOのプロモーターなどに対してヘルスプロモーシ

ョン活動の研修を実施した。 

4-7 県保健局、保健センター/

ポスト、協力者が住民に

対してヘルスプロモー

ション活動を行う 

実施中。 

・ 保健センター/ポストでの保健省職員による保健教育、保健ボランティ

アによる家庭訪問などを通じて、主に基礎知識の導入を実施した。

・ 生活改善アプローチを活用した生活環境改善活動は、2012年1月よ

りパイロット1市（マドリス県トトガルパ市）内の1集落内2グルー

プ計15世帯で実施中である。活動過程で得られた課題・教訓及び

ツールを整理している。 

4-8 対象市にヘルスプロモ

ーション活動を導入す

る 

実施中。 

・ サシガメ捕獲については、監視システムのパイロット市でヘルスプ

ロモーション活動を実施している。今後、監視システムの地域拡大

に合わせ、ヘルスプロモーション活動も拡大していく予定である。

・住居改善については、2013年の技術研修実施後、T. dimidiataが再

生息を繰り返す地域において導入を検討することになっている。

 

表－９ 成果4に係る指標の達成状況 

指 標 達成状況 

4-1 メンテナンスフェーズ

対象市においてヘルス

プロモーション活動を

行っている村落の割合

（XX％） 

達成見込みの判断が困難。 
指標の目標値が設定されていないため測定不可能であった。実施の

割合は確認中。 
・ IEC研修実施後、主に監視システムのパイロット市における保健

センター/ポストでの住民への教育活動に、これまでに扱われてこ

なかったシャーガス病に関する内容が含まれている。 
・ 7月9日のシャーガス病の日に関連した啓発キャンペーン実施につ

いては、2010年には未実施、2011年には5県で各1市程度実施、2012
年には5県40市（50市中）で実施した。 

4-2 メンテナンスフェーズ

対象市において住居の

清掃/改善を行っている

村落の割合（XX％） 

達成見込みの判断が困難。 
指標の目標値が設定されていないため測定できなかった。 
・ マドリス県トトガルパ市ラス・クルセスにおいて住居衛生改善活

動が確認されている。 
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３－３ プロジェクト目標及び上位目標の達成状況 

３－３－１ プロジェクト目標の達成状況 

「プロジェクト目標：対象県においてシャーガス病の媒介虫感染が持続的にコントロールさ

れる｣については、現時点では、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標が達成できるかを

6つの指標から判断するのは困難である。 

プロジェクト目標に関する各指標の達成状況は表－10に示すとおりである。 

 

表－10 プロジェクト目標の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

1 対象県の全県保健局

が保健省にすべての

シャーガス病症例数

を報告し、保健省の疫

学月報に記載される 

おおよそ達成できる見込み。 
・ 対象5県におけるSISNIVENへの患者登録率は22.4％（2011年）から

99％（2012年7月）へと改善した。 
・ プロジェクト終了時まで上記の患者登録率を維持することが見込ま

れる。 
2 対象市の全保健セン

ター/ポストがXXカ月

間継続して捕獲ベク

ター数を報告する 

活動対象市の整理・選定を慎重に行ったため、本調査までに指標の目

標値が設定できず指標が未設定のため、達成見込みの判断が困難。 
・2011年末まで捕獲サシガメ数は適切に記録・報告されていなかった

が、2012年1月よりパイロット7市で記録が開始された。 
3 監視システムにおい

て、レスポンス15が必要

と判断されるベクター

捕獲件数のうち、実際

にレスポンスを行った

件数の割合（XX％） 

達成見込みの判断が困難。 
・ 2011年末まで、保健省としては届け出られたサシガメへのレスポン

スは実施していなかった（レスポンス率＝0％）。2012年7月よりパイ

ロット市でのレスポンスが開始されたが、達成状況を判断するには

時期尚早である。 

4 調査対象市における4
歳未満児の血清陽性

率が0％に近い水準で

維持される 

達成見込みの判断が困難。 
・ 2010年に実施したベースライン調査における血清検査は手法等に問

題があり、ベースラインとしては十分なデータが得られなかった。

・ 上記ベースライン調査の補完のため、2012年1月から3月にかけて、

①R. prolixus生息未確認、②T. dimidiata高生息家屋率、③殺虫剤未散

布の3つの基準を満たす3県（エステリ県、ヒノテガ県、マタガルパ

県）10集落を対象に血清検査の検証を実施したところ、16歳未満の

血清陽性率は3.6％（16/443）であった。 

表－Ⅴ 年齢別調査結果 

年 齢 陽性数 検体数 血清陽性率 

5歳以下 1 137 0.7％ 

6～15歳 15 306 4.9％ 
出所：プロジェクト所有情報に基づいて作成 

5 調査対象市における 
T. dimidiataの家屋内生

息率（＜5％） 

達成する見込み。 
・ 2010年に実施したベースライン調査の市レベルにおけるT. dimidiata

生息家屋率は0.4～0.7％であった。第1回目の殺虫剤散布を終えた6市
では、生息家屋率が17.8％から3.3％へと低下した。 

6 調査対象市における 
R. prolixusの生息村落

数（＝0） 

達成する見込み。 
・ 2009年にR. prolixusの届出記録があったのを 後に、ベースライン調

査、殺虫剤散布活動、監視システムの運営を通じてR. prolixusの生息

は報告されていない。 

                                                        
15 住民からの媒介虫発見・報告等に対して、保健省が主体的に行う活動で、主に殺虫剤再散布、生活改善、住居改善等の啓発

教育活動の実施が想定される。具体的な対応基準については、監視システムの暫定指針において定める。 
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３－３－２ 上位目標の達成状況 

以下の状況により「上位目標：対象県においてシャーガス病の媒介虫による感染が中断する」

の達成見込みの判断は時期尚早である。 

R. prolixusによる感染の中断は既に2011年に中米シャーガス対策イニシアティブ（IPCA）年次

会合により国際認定を得ているが、T. dimidiataによる感染中断については定義自体が国際的に引

き続き検討されており、現時点では技術的に感染中断の達成見込みを判断できない。他方、政

策面においてはWHO（世界保健機関）/PAHOやIPCAによる国際目標にプロジェクトの方向性を

合わせるため、上位目標の文言は変えないほうがよいと思われる。 

上位目標について、各指標の現時点での達成状況は、表－11に示すとおりである。 

 

表－11 上位目標の指標の達成状況 

指 標 

（プロジェクト終了後5年

後までに） 

達成状況 

1 16歳未満児の血清陽

性率（≈ 0％） 

達成見込みの判断は困難である。 

・ 実施予定のT. dimidiata高リスク地域への大規模な殺虫剤散布によっ

て感染リスクが低下すれば、プロジェクト終了後5年後までに5歳以

下陽性率を0に近づけることは可能である。ただし、定点観測などの

継続的な疫学監視は必要となる。 

プロジェクト終了5年後（2019年）の6歳以上16歳未満の陽性率は、

プロジェクト終了時（2014年）の1歳以上11歳未満の陽性率（つまり、

2012年現在での0歳以上9歳未満の陽性率）を反映するため、2019年

までに感染中断を達成しても陽性率は0近くにはならない。 

2 T. dimidiataの家屋内生

息率（＜5％） 

達成見込みの判断は時期尚早である。 

・ プロジェクト終了時にプロジェクト目標の指標5「調査対象市におけ

るT. dimidiataの生息家屋率（＜5％）」を達成し、かつ監視システム

が対象県内にて機能することにより、達成が見込まれる。 

3 R. prolixusの生息村落

数（＝0） 

達成見込みの判断は時期尚早である。 

・ プロジェクト終了時にプロジェクト目標の指標6「調査対象市におけ

るR. prolixusの生息村落数（=0）」を達成し、かつ監視システムが対

象県内にて機能することにより、達成が見込まれる。 

 

３－４ プロジェクトの実施プロセス 

（1）活動実施状況 

中間レビュー調査時点では、プロジェクト開始時の実施計画表（PO）Ver.1（付属資料2の添

付資料2 参照）を用いており、同POと比較して遅れている点は次のとおりである。 

アタックフェーズに関しては、活動2-3における対象市・集落の選択に4カ月、さらに前述の

とおり、殺虫剤散布に係る予算としてノン・プロジェクト無償資金協力の見返り資金を確保

するまでに約1年半を要した。活動2-4の殺虫剤散布と活動2-5の散布後の効力評価は2012年9月

に開始する予定である。 

また、サーベイランスフェーズの活動3-2のうち、保健省が有する既存の情報システムの実

態を把握するための時間が必要であったが、当初計画では活動が早くに予定されていた。 

結果として、2012年1月に監視システムをパイロット7地域保健セクターへ導入して以降、

活動は順調に進んでいる。基礎情報収集とそれらの情報に基づいた計画策定は計画より遅れ
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たものの、他国の先行経験を活用し、順調に監視システム構築を進めている。 

 

（2）プロジェクトの進捗状況のモニタリング及びコミュニケーション 

保健省中央の顧みられない熱帯病担当調整官がエステリ県にて月例会議を主催しており、5

県の局長、疫学担当官、ETV技官をはじめ、毎月20名から30名が参加している。ETV技官を中

心に各県での取り組みについて発表を行い、活動の進捗にあわせてワークショップ形式で小

テーマについて協議を行っている。活動対象地16の選定を含め、5県を通じた活動内容はこの

場で決定している。この月例会議は、専門家及び対象5県の間の情報交換、進捗確認の場とし

て機能してきた。 

監視システムに特化したものとしては、6カ月ごとに半期評価会を開催し、監視システムの

運営状況、カバー率、昆虫学的状況、疫学的状況などを共有することになっている。2012年7

月に第1回半期評価会を月例会議の延長として実施したが、この方法では従来の進捗モニタリ

ングにとどまり、半期評価会が経験を基に議論や考察を深める「学習の場」としては十分に

機能しなかった。現在、改善点について他国の経験を基に検討が行われている。 

県レベル及び市レベルでは、通常業務として各県保健局、また県内の市保健課にて定期会

合が行われており、本プロジェクトの月例会議への参加者が会議で取り上げられた議題を持

ち帰って共有・討議することもある。 

JICAニカラグア事務所の担当者、専門家や中央のカウンターパート、県レベル及び市レベ

ルのアクターの間のコミュニケーションは良好であり、このことが本プロジェクトの活動実

施上の貢献要因となっている。 

 

（3）技術移転の方法 

技術移転はワークショップ、セミナー、研修により実施され、これらが満足できる内容で

あることは2011年3月に開催された媒介虫対策と啓発・IEC研修についての事後評価会で確認

されている。殺虫剤散布など、直ちに業務につながる知識・技術を習得する研修についての

評価は特に高い。一方で、啓発・IECなど、教材作成や健康教育の手法を学んだ後に現場で繰

り返し実践することによって技術が定着していくものについては、 終的にコミュニティ保

健ネットワークのメンバーによる住民へのヘルスプロモーション活動が行われていくよう、

ニーズに応じてフォローアップが必要とされている。 

また、情報マネジメントの改善を通じて業務上の管理能力の向上に貢献している。疫学情

報については、各県での患者登録率を算出し、情報システムの問題点及び改善案を保健省中

央と共有・協議した。その結果、中央から地方への情報フローが強化され、地方での患者登

録率が向上した。昆虫学情報については適切に記録されていなかったため、県レベル及び市

レベル届出データベースを導入した。パイロット市で試行し、データ分析や集落のリスク分

けについて研修を実施した（付属資料2の添付資料6 ワークショップ・研修実績を参照）。 

 

（4）カウンターパートの配置と関係者の参画 

本プロジェクトには、保健省中央、県保健局、市保健課、地域保健セクター、その他にPAHO、

                                                        
16 ベースライン調査、殺虫剤散布、監視システム導入の対象地。 
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青年海外協力隊（JOCV）、NGOなどが関与している。特に、県レベル、市レベル、地域保健

セクターレベルにカウンターパートが確実に配置されていることは本プロジェクトの強みと

なっている。一方で、先行して中米地域で実施された技術協力プロジェクトの関係者や第三

国の大学研修者等の外部リソースの活用に関しては改善の余地がある。 

 

1）保健省中央 

本プロジェクトには保健省中央の計画・開発総局、対外協力局、公衆衛生監視総局（そ

の下の監視局及び疾病予防局）、ケアの質・普及総局、教育・調査総局、CNDRが関与して

いる。本プロジェクトの実務上の直接的なカウンターパートは公衆衛生監視総局である。

また国家シャーガス病対策基準書の作成においては、治療の面を担当するケアの質・普及

総局と連携している。シャーガス病対策に関して、保健省は1990年代より媒介虫対策の一

環として取り組んできている。 

 

2）県保健局 

5県の県保健局では、局長、疫学担当官、ETV責任者、監視担当官、啓発担当官、県検査

技師責任者などがプロジェクトに参画している。延べ30名余のうちカウンターパートとし

て活動する人材は、県によって多少の差はあるものの、常時各県で6名程に及ぶ。2005年ま

で国境なき医師団（MSF）が活動していたことにより本プロジェクト開始以前よりシャー

ガス病対策の経験を有するマドリス県、マタガルパ県、プロジェクト開始後に本格的に着

手し始めたエステリ県、ヒノテガ県ともに総じて参加度は高い。 

 

3）市保健課 

5県内に計50の市保健課が存在し、課長、疫学担当官、看護師長、ETV責任者などがプロ

ジェクトに参画している。監視システムのパイロット地域保健セクターの属する7市ではと

りわけプロジェクトへの参加度が高いが、住民に対する啓発活動においては全市で取り組

みがみられる。特に7月9日のシャーガス病の日に関連した啓発キャンペーンへの意気込み

は2012年に顕著に現れた。 

 

4）地域保健セクター 

保健行政の 小単位である地域保健セクターごとに、医師・看護師・准看護師より成る

ESAFC17が配置されている。中間レビュー調査時には各県から選定された計パイロット7地

域保健セクターにおいて監視システムが導入されており、同地域保健セクターを担当する

保健省職員のプロジェクトへの貢献は大きい。市によっては、市内のパイロット地域保健

セクター以外でも既に監視システムを取り入れているところもある。 

 

5）コミュニティ保健ネットワーク 

コミュニティ保健ネットワークの構成メンバーである保健ボランティアほか地域保健に

                                                        
17 典型は、医師・看護師・准看護師の3名によって構成されるが、医師が不在の場合や3名揃わない場合もある。また、ESAFC

が不在のセクターに関しては近隣のセクターのESAFCが担当している。保健ポストを有するセクターと有しないセクターと

があり、後者の場合には保健基地（Casa Base）と呼ばれる保健ボランティアの自宅を巡回診療の場とすることが多い。 
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かかわる人材はESAFCと協力関係にあり、本プロジェクトに関しては配布した教材を活用

して住民への啓発活動を行っているところもある。特に監視システムのパイロット地域保

健セクターに関しては、住民から保健ボランティアに対してサシガメが届けられていると

ころが多い。 

 

6）JOCVの参画 

全5県の県保健局に隊員が感染症対策隊員として配置されており、3カ月に1度の日本人専

門家との会合を通じて技術的アドバイスを受けたり情報交換を行ったりしている。中間レビ

ュー調査時には3県で活動が行われていた。シャーガス病対策活動の啓発活動と、昆虫学・

患者データの入力・分析及び視覚化で特に力を発揮しており、隊員のアイデア溢れる活動

は、現場の職員や住民に評判が良く、プロジェクトの活動にとっても相乗効果を及ぼして

いる。 

 

7）その他関係機関、NGO 

PAHOによる政策レベルにおける技術面、また財政面での協力は本プロジェクトに有効に

働いている。学術機関では、ニカラグア・レオン自治大学と血清検査において協力関係に

ある。また、生活改善のパイロット活動にはマドリス県トトガルパ市の市役所及び教育省

の市教育課が関心を示しているほか、INPRHU（Instituto de Promoción Humana）、Soy Nica、

Acción contra el Hambre等のNGOと協働活動を計画した。 

 

（5）PDMの改定 

プロジェクトはPDM Ver.1に基づいて開始されたが、アタックフェーズ及びサーベイランス

フェーズにおけるプロジェクト対象市を選定するにあたり、2012年2月にPDM Ver.2への改定

が行われた。 

中間レビュー調査の実施にあわせて、策定中の国家シャーガス病対策活動計画及び国家シャ

ーガス病対策基準書の内容を考慮し、活動内容の整理と明確化、指標の設定・見直しを中心

に、PDM Ver.3への改定を行う。 

なお、同PDM Ver.3は、2012年8月29日のJCCにて内容を確認し、承認された（付属資料3参

照）。 
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第４章 評価5項目による評価 
 

４－１ 妥当性 

以下の観点から妥当性はおおむね高い。 

 

 （1）国際政策との整合性 

IPCA/PAHO は中米地域でのシャーガス病対策を推進、ニカラグア政府はこれらのメンバー

国として取り組みを進めており、2011年8月にホンジュラス・テグシガルパで開催された第13

回IPCA年次会合において、IPCAは「ニカラグアにおける媒介虫R. prolixusによるシャーガス病

感染の中断」を認定した。 

また、WHOはNTDsの1つとしてシャーガス病を取り上げている。 

本プロジェクトの活動はこれらに寄与するものである。 

 

 （2）ニカラグアの政策との整合性 

中間レビュー調査時において、保健省は公衆衛生の問題の1つとしてシャーガス病対策の必

要性・重要性を認識している。 

ニカラグア政府を含むIPCA各国は2009年に2015年までのシャーガス病対策に係る目標18を

設定しているが、当時は国家計画の作成が開始されなかった。そして現在、プロジェクトの

支援の下で新たな国家シャーガス病対策活動計画の作成が進められている。 

同時に、NTDs計画はPAHOの指導の下において作成中で、2012年末頃の完成を予定してい

る。 

また、保健省は2008年に改訂された国家保健政策（Política Nacional de Salud 2004-2015）に

基づいた政策を実施している。そのコンポーネントの1番目に掲げられている「国民が病気に

ならない状態」を実現するため、公衆衛生監視総局はPAHOの支援の下で2012年から2013年ま

での行動計画を実施しており、そこには媒介虫対策プログラムも含まれている。さらに、国

家保健政策を推進していくための枠組みとして、5カ年の中期保健政策（Plan Plurianual de Salud 

2011-2015）を策定しており、シャーガス病対策についても体系的な感染症対策の1つとして言

及している。 

 

 （3）日本の対ニカラグア支援政策との整合性 

2005年8月の日本・中米首脳会議において、日本・中米関係の中長期的指針である東京宣言

と具体的計画を示した行動計画が採択された。行動計画のなかで、日本政府は特にリプロダ

クティブヘルス、医学教育、シャーガス病対策において、中米統合機構（Sistema de la Integración 

Centroamericana：SICA）諸国が広域開発協力のモデルとなるように約束して支援を表明して

いる。 

日本政府は、国際協力重点方針・地域別重点課題（2007年）において、対中南米外交政策

目標の1つに、「シャーガス病の早期根絶への支援」を明記している。 

                                                        
18 ①ベクターコントロール、②血液バンク、③母子感染、④治療、⑤疫学監視、⑥実施する調査、⑦支援機関の７項目より成

る。 
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2008年7月に開催されたG8北海道洞爺湖サミットの議長総括において、日本政府は「NTDs

の統制または征圧の支援」に合意している。このことは、日本政府による国際保健政策

2011-2015にも明記されている。 

日本のシャーガス病対策に関する支援は2000年に試行的にグアテマラで開始されてからエ

ルサルバドル、ホンジュラス、パナマ、ニカラグアを含めた中米の広域協力として支援が継

続されている。 

本プロジェクトは日本政府による対ニカラグア事業展開計画の援助重点分野のうち、保

健・衛生・医療に位置づけられる。同様に、本プロジェクトはJICAの国別事業実施計画（2007

年3月改訂）の援助重点分野のうち、保健衛生・医療に位置づけられており、同分野の傘下に

ある基礎保健改善プログラムに含まれている。 

 

 （4）協力対象地域とターゲットグループの選定の適切性 

本プロジェクトの対象県のうち、ヌエバ・セゴビア県、マドリス県、マタガルパ県の3県は、

当初、保健省より要請のあったシャーガス病対策優先地域であった。これらの県内には先住

民の居住する貧困地域も含まれている。地理的にこれらの3県に挟まれるヒノテガ県、エステ

リ県を含む5県を対象としてプロジェクトを開始し、2010年にベースライン調査を実施したと

ころ、ヒノテガ県及びエステリ県において他の3県よりも高いT. dimidiataの生息家屋率を確認

する結果となった。 

活動のフェーズ別では、アタックフェーズにおいてはベースライン調査の結果、市レベル

のサシガメ生息家屋率が5％以上の24市を対象市とし、また対象5県内の全市をメンテナンス

フェーズの対象としている。したがって対象地域の選定は適切であった。 

現行のPDM Ver.2では、ターゲットグループは、直接裨益者が保健省中央、県保健局、間接

裨益者が市保健局（課）、保健センター/ポスト、コミュニティ保健ネットワーク、住民であっ

た。しかし、監視システムの構築には市レベルの能力強化が重要であるため、現状では市保

健課及び地域保健セクターも直接裨益者としている。保健行政機関の能力強化とともに集落

レベルの参加が不可欠であり、ターゲットグループの選定は適切であった。 

 

 （5）手段としての適切性 

本プロジェクトはシャーガス病対策の昆虫学的支援を中心とし、中間レビュー調査時まで

に調査能力、殺虫剤散布の運営管理能力を強化した。アタックフェーズの殺虫剤散布が遅れ

たが、監視システムの構築を前倒しにし、監視システムの運営管理能力の向上に取り組んで

きた。これと並行し、住民の予防能力の強化及び疫学面の補強にも常時取り組んでいる。 

保健省は2007年に家庭・コミュニティ保健モデル（MOSAFC）19を導入している。MOSAFC

は保健セクターにおいて政策ビジョンを取り入れているものであり、疾病別対策ではなく包

括的な対策を実施する方針を打ち出している。このため、本プロジェクトでもMOSAFCの包

括的な予防対策活動の1コンポーネントとして監視システムの構築を進めている。また、本プ

ロジェクトは、JICAがこれまでにグアテマラ、ホンジュラス、エルサルバドルで実施してき

                                                        
19 保健行政市を地域保健セクターに分割し、ESAFCが各地域保健セクターの保健医療サービス全般を担当している。通常、地

域保健セクターは1～10集落から成る。 
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たシャーガス病対策での経験・知見を大いに活用しており、それらの国における殺虫剤散布

の運営管理、監視システム構築の手法や作成されたIEC教材をニカラグアの状況に適合した形

で導入している。 

2011年に開催された第13回IPCA年次会合において、今後のT. dimidiata対策の主なコンポー

ネントとして、昆虫学・疫学の情報分析を進める、昆虫学的及び血清学的結果を関連づけた

成果測定、費用便益の高い継続可能な代替対策の促進、監視システムの拡大・ 適化の継続

などが掲げられたことにかんがみても、本プロジェクトのアプローチは適切である。 

 

 （6）その他 

プロジェクト開始後、社会・政治面及び経済面での安定が見受けられる。2011年には大統

領選挙を経て大統領の続投が決まり、プロジェクトの継続性と安定性が確保されている。 

 

４－２ 有効性 

以下の観点から有効性はおおむね高い。 

 

 （1）プロジェクト目標の達成見込み 

活動はおおむね順調に進んでいることが確認された。中間レビュー調査時までに、主に調

査能力強化、アタックフェーズと、監視システムのパイロット地域保健セクターへの導入に

注力してきたことから、調査能力に加え、殺虫剤散布の運営管理能力及び監視システムの運

営管理能力が強化されつつある。ただし、アタックフェーズに係る資金確保に時間を要した

ことが、プロジェクトの活動実施の速度に影響を与えているため、2012年9月頃より予定され

ている大規模な殺虫剤散布を皮切りに、迅速にかつ質を確保しながら散布活動を進めること

が課題となる。また、現在5県50市のうちパイロット7市で機能している監視システムをパイ

ロット市外の43市でも定着・機能させていくことがプロジェクト目標達成の要となる。 

住民の予防能力強化に関しては、活動は順調に実施しているが、集落レベルにおけるシャ

ーガス病に関するヘルスプロモーション活動、住居改善活動が保健省職員及びコミュニティ

保健ネットワークのメンバーによって確実に実施されていくよう、市及び地域保健セクター

レベルの保健省職員の能力強化が必要である。 

現段階の進捗状況に応じ、政策への協力等現行PDM Ver.2に明記されていない活動の追記、

及び評価指標の再設定を主たる内容とするPDMの改訂が必要である（2012年8月29日にPDM 

Ver.3は合意済み）。 

 

 （2）プロジェクト目標と期待される成果の因果関係 

T. dimidiataの監視システムの強化と住居改善の2つの戦略が同時に実施されることによって

媒介虫感染が持続的にコントロールされることは、他国での先行プロジェクトからも明らか

である。本プロジェクトには、これらが期待される成果として組み込まれており、プロジェ

クト目標達成に十分な実施基盤があるといえる。 

成果の達成からプロジェクト目標の達成に至る外部条件「シャーガス病の診断・治療の質

が保健省により確保される」のうち、急性患者の発見については、当初の計画を超えてプロ

ジェクトとして取り組んでいる。よって外部条件の検討の必要が認められる。 
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 （3）プロジェクト目標の達成に向けた阻害要因 

成果の達成からプロジェクト目標の達成に至る外部条件「深刻な災害及び他の感染症の大

流行がプロジェクトに大きな影響を与えない」について、2010年に局所的にレプトスピラ症

のアウトブレークがあり、活動の変更を余儀なくされたことがあった。また、例年、デング

熱の流行時期にはETV技官をはじめとする保健省職員が多忙を極め、本プロジェクトの活動が

二の次になることがある。 

アタックフェーズに関して、第1回目殺虫剤散布未実施の17市における散布開始は、県保健

局レベルでの見返り資金の執行可能時期及びデング熱・マラリア・レプトスピラ症の流行状

況に左右される。 

予算及び人材の不足は、対象5県で監視システムの導入を拡大し、そのなかでサシガメ届出

へのレスポンスを強化していくにあたり阻害要因となることが懸念される。適切なレスポン

スを行うことはプロジェクト目標の達成に大きな影響を与える。デング熱やマラリアには一

定の予算がつきやすいため、シャーガス病対策を媒介虫感染対策の一環として実施している

という声は多々聞かれる20。また県によっては、ヘルスプロモーション活動費の一部に行政機

関としての市の予算を活用する可能性を模索しているなどの工夫もみられている。またプロ

ジェクトではニカラグア保健省に対し、同国外務省の有する日本の無償資金協力によって積

み立てられている資金（見返り資金）の調達の調整、殺虫剤購入入札などの支援を行ってい

る。しかしながら、シャーガス病対策にも必要 低限の予算及び人材は担保されることが不

可欠である。 

 

４－３ 効率性 

以下の観点から効率性はおおむね高い。 

 

 （1）期待される成果の産出 

プロジェクトの前半では、まずベースライン調査に時間を要した。その後、アタックフェ

ーズの活動2-3の殺虫剤散布の計画作成と、殺虫剤散布に係る予算確保のために時間を要した

ことから、活動2-4の殺虫剤散布、2-5の散布後の効力評価の実施がPOと比べて遅れている。

アタックフェーズの活動と同時並行で、2012年1月に監視システムをパイロット7地域保健セ

クターに導入した後の活動は順調に進んでおり、成果は適切に産出されている。 

 

 （2）投入のタイミング、質、量 

投入のタイミングに関しては計画どおりではない点もあったが、質・量ともにおおむね適

切であり、成果達成のために有効活用された。 

 

1）日本側の投入 

人材については2名の長期専門家が中央に、また1名が県レベルに適切に配置された。高

い専門性と他国での豊富な類似経験に加え、カウンターパートとの調整、プロセスを共有

                                                        
20 県保健局では3カ月ごとに感染症対策費予算を執行している。プログラムごとに指標が設定されており、指標に応じた予算配

分が行われる。その他、グローバルファンドがマラリア対策費を確保していたり、デング熱のアウトブレークがあると追加

予算が確保されたりすることがある。 
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する姿勢はニカラグア側に高く評価されている。短期専門家は昆虫学、疫学、地域保健、IEC、

監視システムのニーズに基づき、必要に応じた派遣が計画、実行された。各専門家は専門

的見地から研修・指導を行い、ニカラグアの組織及び人材の能力強化に貢献した。IECにつ

いては、年に1回ほど専門家派遣を実施しており、研修を通じて作成された教材を用いた啓

発活動が集落レベルで行われている事実は確認されているが、そのモニタリングはいまだ

実施されていない。また、住民の行動変容につながるヘルスプロモーション活動が実施さ

れていくよう、フォローアップの必要性が関係者より課題として挙げられている。その他

の現地研修を含む研修後の評価においては、殺虫剤散布についての研修をはじめ、実務に

直結する内容の研修の評価が高い結果となっている。また、地域保健行政における経験を

豊富に有するプログラムオフィサー2名が対象地域に配置された。 

機材供与については、一部の車両の利用を除き、バイクや事務機器等、業務環境の促進

に資する機材が適当な場所と地域に投入され、有効に活用されていた。また、中間レビュ

ー調査時まで、各種研修費用や教材作成費など必要 低限の在外事業強化費が適時投入さ

れた。なお、ニカラグア側の人材がプロジェクト予算で3名、ニカラグア割り当て研修予算

枠で4名の合計7名が本邦研修に参加し、全員が各職場にて習得した技術を活用し、業務に

従事している。 

 

2）ニカラグア側の投入 

人材の投入に関し、保健省中央においては、プロジェクトマネジャーである公衆衛生監

視総局長、副プロジェクトマネジャーである公衆衛生監視総局疾病予防局長の交替があり、

また、本プロジェクトの実務上のコーディネーターである同局顧みられない熱帯病担当調

整官が2011年後半に4カ月間不在であったことを除いては計画どおりの人員が配置されて

いた。中間レビュー調査時には、コーディネーターの県・市・地域保健セクターレベルと

の良好な関係によりプロジェクトの各種活動が円滑に進んでいた。対象5県の県保健局、市

保健課においては、県・市によって多少の差はあるものの、必要な数の人員が配置されて

いた。一方で、地域保健セクターレベルの保健省職員は社会奉仕21として配属され、短期に

交替することが多いため、研修や業務を通じて得た知識・技術が定着しないという問題点

が指摘されている。対応としては、市レベルで保健省職員全員を対象に定期的に実施され

ている継続教育（Educación Continua）等の機会を活用し、人事異動があってもそれぞれの

職場でシャーガス病対策に係る活動を実践していけるような人材育成の仕組みを構築する

必要がある。また集落レベルにおいては、コミュニティ保健ネットワークの保健ボランティ

アが参画し、士気も高く、活動を進める要因となっている。 

ニカラグア側の予算のうち、資機材費に関しては、殺虫剤散布に係る費用として殺虫剤

費、散布員日当、燃料代が予定どおりに投入されず、結果としてPAHOの資金を活用し、ま

た今後はノン・プロジェクト無償資金協力による見返り資金を利用することで予算を確保

している。その他の必要経費としては、保健省中央においては、プロジェクト事務所の提

供や基本的な施設維持費、人件費の他、資機材維持管理費・保険料、通信費等、一定の必

要予算が配賦されたが、出張旅費、燃料費については予算配分が極めて限定的であった。

                                                        
21 医師は2年、看護師は1年、実地訓練として農村部のセクターに配置されることが多い。 
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県保健局においては一定の活動経費の予算配賦がなされた。 

 

 （3）既存のリソースとの連携 

シャーガス病対策に係るグアテマラ、ホンジュラス、エルサルバドルでのJICAの先行プロ

ジェクトとの連携が本プロジェクトの各活動実施に大きく貢献している。2011年2月にはカウ

ンターパートと専門家がホンジュラスの監視ワークショップ及び半期評価会に参加し、2012

年3月にはグアテマラの監視システムの現地視察を実施した。既述のJICAプロジェクトの終了

後にあっても、日常的に情報交換を継続している。 

また、国内外のシャーガス病対策にかかわる以下の組織が以下の点で本プロジェクトの活

動にかかわり、活動の効率化に寄与した。 

・PAHO：技術的意見交換、経験知見の共有、国家シャーガス病対策活動計画及び国家シャー

ガス病対策基準書（いずれも草案作成中）・マニュアル等の作成。財政支援。IPCA事務局と

の連絡・調整等。 

・WHOジュネーブ本部：シャーガス病担当官からの技術支援。 

・ニカラグア・レオン自治大学：血清検査等に関する連携。 

・国内NGO：住民の予防能力強化に係る生活改善活動での連携。 

・国内のJICA他事業：生活改善活動に関して、プエルトカベサス先住民コミュニティ生計向

上計画プロジェクトとの経験交流を目的としたワークショップを計画済み。 

先行類似プロジェクトと比較すると、既存のリソースとの連携を更に強化する余地がある。 

 

４－４ インパクト 

以下のとおり上位目標の達成見込みは現時点では判断困難である。 

また、プロジェクトの実施により正のインパクトが複数確認された。 

 

 （1）上位目標の達成見込み及びプロジェクト目標との因果関係 

上位目標「対象県においてシャーガス病の媒介虫による感染が中断する」の達成見込みを

現時点で判断することは困難である。 

ニカラグアは、プロジェクトによって実施された昆虫学的調査及び血清学的調査の結果を

活用しR. prolixusによる感染中断はIPCAより国際認定を得た。T. dimidiataによる感染中断は定

義自体が国際的に引き続き検討されており、技術的に感染中断の達成見込みを判断するのは

難しい。上位目標達成に向けては、プロジェクト目標の達成が前提となっている。 

なお、スーパーゴールの達成見込みの判断は時期尚早である。 

 

 （2）波及効果 

本プロジェクト活動においてプロジェクトが直接対象としない機関や活動に対して以下の

ような正のインパクトが確認された。負のインパクトは確認されなかった。 

対象県と接しておりT. dimidiataの生息が確認されているチナンデガ県をはじめ数県でも対

象県と同様の取り組みのニーズが認識されるインパクトがあった。 

「シャーガス病の日」キャンペーンを通じ、対象5県の各市において、市役所、小学校等の

巻き込みが活性化された。 
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シャーガス病に係る現行の情報システムの改善を通じ、全国規模で患者データが整備されつ

つある。 

シャーガス病が新聞等のメディアに取り上げられることが増えてきたことに伴い、保健省内

でのシャーガス病対策の優先度が高まりつつある。メディア露出はシャーガス病の予防啓発

という観点においても有意義である。 

本プロジェクトで作成したカレンダーやポスターは対象県以外のシャーガス病のリスクの

比較的高い県へも配布している。また、チラシ等の啓発教材についても他県から提供依頼を

受けることがあり、都度対応をしている。 

本プロジェクトの活動内容について他県から保健省中央へ問い合わせがあり、プロジェクト

対象県へ橋渡しをすることがある。 

 

 

４－５ 持続性 

政策・制度面、組織面の持続性の見込みは高いが、財政面ではやや懸念がみられる。また技術

面の持続性は中間レビュー調査時にはまだ高いとはいえず、その確保のためには一層の取り組み

が必要である。 

 

 （1）政策・制度面 

中間レビュー調査時に作成中の国家シャーガス病対策活動計画及び国家シャーガス病対策

基準書が保健省によって策定されるとシャーガス病対策の長期的な方向性と具体的活動が明

確になり、持続性が担保される。 

 

 （2）組織・財政面 

組織面については、既存のMOSAFCのなかで監視システムを確立していくことで高い持続

性を見込める。人材面については、市・地域保健セクターレベルにおいてシャーガス病対策

に従事する 低限の人数の保健省職員を確保している。それに加え、経験年数の長い保健ボ

ランティアが多く存在し、保健省職員の業務を補完しているため、高い持続性を見込める。 

オーナーシップに関しては、保健省の各レベルにおいてシャーガス病対策への高い意識は

みられるものの、ビジョンの共有が必要である。 

財政面に関しては、保健省中央及び県保健局が年間の活動計画に即して通常の活動経費を

予算配賦するものと考えられる。高い持続性のためには以下の予算を継続的に確保していく

ことが必要である。 

・保健省中央 

燃料代、車両保守費、監視活動のモニタリングのための出張旅費 

研修、ワークショップなど人材育成費 

サシガメの届出に対応するための殺虫剤・散布機材購入費 

シャーガス病の予防啓発に関する教材の作成・印刷費用 

血清検査試薬の生産・購入費 

・県保健局、市保健課 

シャーガス病対策のフィールド活動に係る出張旅費、燃料代、車両保守費 
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監視システムを拡大していくなかで、地域性に応じたパターン別の必要経費の試算を行え

ば保健省として確保すべき予算をプロジェクト終了時までに把握できる。 

 

 （3）技術面 

技術面での持続性のためには、以下の取り組みから持続性が見込める。 

・現在作成中の国家シャーガス病対策基準書をより簡易にし実務で使える形にしたマニュア

ルの作成を通じて、アタックフェーズ及びメンテナンスフェーズの活動の標準化を図る。併

せて、シャーガス病対策に係るデータ管理のための統一されたフォーマット、監視システム

に関する半期評価会のためのM&Sチェックリスト等のツールの整備を行う。 

・他国でのシャーガス病対策に係る経験を随時活用し、ニカラグアの状況に見合う形で応用

する。 
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第５章 結論 
 

・本プロジェクトでは、関係者の尽力の下、活動に取り組んできた結果として、各活動はおおむ

ね順調に進捗していることが確認された。 

・本プロジェクトは、国際政策、ニカラグア及び日本の政策と合致し、また対象地及びターゲッ

トグループのニーズに合致することから妥当性はおおむね高いことが確認された。 

・有効性及び効率性については、各活動や成果の達成状況及び投入のタイミング、量、質からお

おむね高いことを示している。ただし、プロジェクト目標を確実に達成するには、パイロット市

以外への監視システムの導入の着手時期や県保健局及び市保健課による規模拡大のペースを促

進させることが重要となる。 

・インパクトについては、プロジェクト目標の達成が前提となるため、現段階における判断は時

期尚早である。 

・持続性については、政策・制度面、組織面の持続性の見込みは高いが、財政面ではやや懸念が

ある。また技術面の持続性については、監視システムが既存のMOSAFCの内部で機能しており、

確保される見込みが高い。 

 

以上の状況から、プロジェクト目標の達成に向けてPDMを関係者間で再検討し、プロジェクト

後半の活動を促進させることが必要である。 
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第６章 教訓と提言 
 

６－１ 教訓 

 （1）既存の保健医療システムへの組み込みによる持続性の確保 

監視システムを定着させ、プロジェクト終了後にも機能を継続させるためには既存の保健

医療システムに組み込むことが重要であると考えられる。パイロット地域保健セクターにお

いては既存のMOSAFCへ必要な機能を組み込み、持続性が確保される体制となっている。 

 

 （2）集落レベルの保健ボランティアの活用 

保健ボランティアは保健省職員の活動を補完しており、啓発活動を実施し、地域のニーズ

を把握するうえで重要な位置を占めている。こうした保健ボランティア等の集落レベルのリ

ソースの活用は効果的であると考えられる。 

 

 （3）先行類似案件の知見の活用 

先行類似案件の関係者との日常的な意見・情報交換及び視察研修を通じて得た知見・経験

を取り入れることで活動の効率化が図られた。 

 

６－２ 提言 

【プロジェクトに対する提言】 

 （1）PDMの改訂 

プロジェクト目標の達成のため、早期にPDMを見直し、JCCにおいて合意する〔付属資料2

の添付資料8 PDM改定案（Ver.3）参照（2012年8月29日合意済み）〕。 

 

 （2）昆虫学監視システムの普及 

現在作成を進めている保健省の国家シャーガス病対策活動計画に従い、昆虫学監視システ

ムをパイロット地域保健セクター以外へも拡大する。 

 

 （3）半期評価会の充実 

半期評価会の開催により、シャーガス病対策の進捗モニタリングを行い、知見・経験の共

有を通じた学びの場を提供する。 

 

 （4）他案件のアセットの活用及び連携の可能性に係る検討 

類似案件の活動や教訓を参考にしつつ、案件に協力した人材や研究機関等のアセットの活

用を検討する。 

 

【保健省に対する提言】 

 （1）戦略及び基準書の迅速な策定 

各県における活動を促進するためには、国家レベルでの戦略や業務基準の提示が不可欠で

ある。現在、プロジェクトにおいて国家シャーガス病対策活動計画の作成を進めており、早

期に策定されることが望ましい。 



 

－36－ 

併せて、保健省中央、県保健局、市保健課、地域保健セクター等の関係者の役割を見直し、

国家シャーガス病対策基準書において明確化する。 

 

 （2）保健省職員への継続教育 

国家シャーガス病対策基準書に基づき、シャーガス病対策に従事する保健省職員が専門的

な知識・技術を習得できるよう、継続教育を強化する。 

 

 （3）コミュニティ保健ネットワークへの活動支援 

集落レベルにおけるシャーガス病に関するヘルスプロモーション活動を促進するため、

ESAFCがコミュニティ保健ネットワークを継続的に支援する。 

 

 （4）患者のフォロー及びマネジメントの強化 

シャーガス病に関して、保健医療サービスネットワークのあらゆるレベルにおける情報フ

ローと患者登録を改善する。また、治療及びリファラルシステムを強化する。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ（西語） 

 

２．合同評価報告書（日本語訳） 

添付資料１．PDM Ver.1、Ver.2 

２．実施計画（PO）Ver.1 

３．調査日程及び聞き取り調査対象者 

４．日本側の投入実績 

５．ニカラグア側の投入実績 

６．ワークショップ・研修実績 

７．成果品リスト 

８．PDM改定案（Ver.3） 

 

３．JCC承認後のPDM（Ver.3） 
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